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Abstract 

 

In the manufacturing process of electronic device, decreases of 

manufacturing yield due to electrostatic charges have become a major 

problem. As a precautionary measure against electrostatic interference, 

AC corona discharge air ionizers are widely used in assembly process. 

AC corona discharge air ionizer is device which generates charged 

particles by applying a high voltage to a needle shape electrode that 

called emitter. The charged particles generated by the air ionizer would 

be absorbed by the charged printed circuit boards (PCB) which are typical 

products in assembly process. It means the neutralization of 

electrostatic charges could be obtained by using the air ionizer. 

The performance of air ionizers depend on operating conditions. 

If the operating conditions are inappropriate, it may cause not only poor 

neutralizing performance, but also the static charging. Static charging 

is storing charges on the charged PCB. Therefore, the relationship 

between the operating conditions and the performance of the air ionizer 

should be investigated to operate the ionizer in the maximum performance. 

The operating conditions of the air ionizer are classified into 

three groups. Those are the applied voltage of emitter, the frequency 

of the applied voltage, and the distance between the emitter and the 

charged PCB. The performance of the air ionizer is classified into two 

groups. Those are the neutralizing power and the fluctuation voltage. 

The neutralizing power could be defined as neutralizing speed. The 



fluctuation voltage is defined as the voltage which is generated by the 

charged particle accumulated on the charged PCB. 

The purpose of this study is to find out the optimum frequency 

of the air ionizer used in assembly process. The optimum frequency is 

defined as the frequency which has the highest neutralizing speed and 

the lowest fluctuation voltage based on the charged particles generated 

by the ionizer. To find out the optimum frequency of the air ionizer, 

the performance of the air ionizer in different frequencies were 

investigated. The experiment set up consists of a modeled clean room, 

ion generation unit, and the charged plate monitor (CPM). CPM is the 

equipment which measures the performance of the air ionizer. 

Even though the neutralizing power would be increased by 

decreasing the frequency, it also may increase the fluctuation voltage 

in the same time. It means in the low frequencies, the charged PCB might 

be charged by the air ionizer. 

There are two kinds of current in working area. One is the 

displacement current and the other is the conduction current. The 

conduction current is one of the causes of the charging problem. 

Therefore, the conduction current pass through the working area should 

be rejected to decrease the charging effect on the charged PCB. 

To avoid conduction current passing through the working area, 

both the displacement current and the conduction current must be measured. 

Because the CPM could not measure the displacement current and conduction 

current separately, the high sensitivity current sensor was made. 

The conduction current could be measured by using the high 

sensitivity current sensor. The air ionizer adjusted not to appear the 

conduction current component to reject the charging effect. 

According to the experiment result, the methodology of finding 

out the optimum operating condition of AC corona air ionizer is follows: 



(1) finding out the transport time of ion from emitter to the charged 

PCB (tt). 

(2) finding out the period of the applied voltage of the emitter (T). 

(3) finding out whether T/2<tt. 

The optimum frequency (f0) could be given as follows; 

f0=1/2tt. 

 

This report could be summarized as follows: 

(1) In low frequencies, the neutralizing power would be stronger 

however the fluctuation voltage would also be high. 

(2) The high sensitivity current sensor could measure the 

displacement current and the conduction current separately. 

(3) The methodology to find out the optimum frequency of the air 

ionizer could be established. 

 



AC コロナ放電型イオナイザの最適周波数決定法に関する研究 

吉水健剛 

概要 

 

電子デバイス実装工程において、静電気に基づくデバイスの破壊や誤動作等の静電気

障害が発生し、製造歩留の低下が問題になっている。この静電気障害への対策として、

AC コロナ放電型イオナイザが広く使用されている。コロナ放電型イオナイザとは、エ

ミッタと呼ばれる針状の電極に高電圧を印加し、エミッタ先端付近の雰囲気中に荷電粒

子を生成する装置である。この荷電粒子を被除電物へ輸送し吸収させ、被除電物を電気

的に中和することで除電が可能となる。一般にイオナイザの性能は動作条件に大きく依

存する。したがって、イオナイザの性能を最大限に引き出すためには、動作条件を最適

化することが重要となる。動作条件が不適当な場合、製品は完全に除電されないだけで

なく、帯電することさえある。現在、イオナイザの最適動作条件の決定方法はまだ確立

されていない。ここで、イオナイザの動作条件としては、①エミッタへの印加電圧、②

動作周波数、③エミッタから被除電物までの距離等がある。一方、イオナイザの性能に

は、①除電能力、すなわちイオナイザが被除電物を除電する能力、②電圧振幅、すなわ

ちイオナイザの動作に基づく被除電物の電圧の振幅等がある。本研究では、電子デバイ

スの実装工程において、搬送中の製品の除電を扱う。イオナイザの動作条件としては動

作周波数を選び、性能としては除電能力と電圧振幅を選び、動作周波数がイオナイザの

性能に及ぼす効果を検討した。また、この検討結果からイオナイザの最適周波数の決定

方法を確立した。 

イオナイザの性能と周波数との関係を検討するために、送風用ファンとイオナイザか

ら成る実験装置を製作し、このイオナイザの除電能力をチャージプレートモニタで測定

した。この結果、周波数が低くなるに従って除電能力が高くなることがわかった。また、

周波数が低くなるに従って電圧振幅が大きくなることがわかった。そこでイオナイザの

実用上の最適周波数の決定を考慮して、除電能力と電圧振幅についてさらに詳しく検討

をすることにした。 

イオナイザの実用的な除電能力と周波数との関係を検討した。搬送中の被除電物を除

電する場合、被除電物はイオナイザの周辺に分布した荷電粒子によって除電される。そ



こで、全ての除電領域における除電電流密度の分布を測定し、除電領域全体の除電電流、

すなわち全除電電流を除電能力として検討を進めた。この結果、周波数が低くなるに従

って実用上の除電能力が高くなることが明らかになった。 

電圧振幅についても実用的な検討を行った。電圧振幅には変位電流に基づく電圧振幅

と伝導電流に基づく電圧振幅とがある。このうち伝導電流に基づく電圧振幅は、被除電

物を帯電させる原因となる。したがって実用上は、この伝導電流に基づく電圧振幅の周

波数依存性を検討すればよいことになる。しかしながら、チャージプレートモニタでは、

この二種類の電流を分離して測定することができない。そこで、高感度の簡易帯電セン

サを提案し、設計、製作、評価を行った。その結果、このセンサは変位電流と伝導電流

とを分離して測定可能であることが明らかになった。ここで、この簡易帯電センサで帯

電特性を測定できることが明らかになった。 

本研究における最適周波数を「除電能力が最も高く、荷電粒子が被除電物を帯電させ

ない周波数」と定義した。除電能力と電圧振幅の実用的な検討結果から、最適周波数の

決定方法を検討した。除電能力を高めるためには動作周波数  f は低くする必要がある。

一方、被除電物を帯電させないためには、イオナイザが生成した荷電粒子が被除電物に

到達する前に、エミッタへの印加電圧の極性を反転させる必要がある。このためには、

エミッタへの印加電圧の周期を T、荷電粒子がエミッタから被除電物に到達するまでの

時間を tt とすると、T/2＜tt を満足することが帯電させない条件となる。したがって、

被除電物を帯電させずに、除電能力を最大にするための最適周波数 f0 は、f0＝1/2tt

となることが明らかになった。 

以上のように、本研究ではイオナイザの性能に及ぼす動作周波数の効果について検

討し、最適周波数の決定方法を確立した。本研究の成果は以下のようにまとめられる。 

（１）周波数が低くなるに従って、除電能力は高くなり、電圧振幅は大きくなる。 

（２）荷電粒子による帯電を測定するための簡易帯電センサを開発した。  

（３）簡易帯電センサを使用して、被除電物を帯電させない周波数範囲を明らかにし、

この範囲内の最低周波数が最適周波数となる。 
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第 1 章 序論 

 

1.1 本研究の背景 

現在、高度情報通信社会が到来し、ユビキタス社会が訪れようとしている。

ユビキタスとは、ラテン語を語源とし、いたるところに存在するという意味

である。すなわち、ユビキタス社会とは、インターネットなどの情報ネット

ワークに、いつでも、どこからでもアクセスできる社会環境を指している 1)。

ユビキタスが普及すると、場所にとらわれない働き方や娯楽が実現出来るよ

うになる。アクセスに使う端末は、パソコンや携帯電話に限らず、冷蔵庫や

電子レンジといった家電製品、自動車、自動販売機等もインターネット接続

され、膨大な情報が高速にやり取りされることになる。このような高度情報

通信社会において、これらの膨大な情報を高速に処理できる電子デバイスが

強く求められている。この要求を満たすためには、電子デバイスの大容量化、

高速化、低消費電力化が要求される。大容量化を実現するためには、単位面

積当たりのデバイスの数、すなわち集積度を上げることが必要となり、デバ

イスの製造プロセスにおける微細化が重要となる。高速化を実現するために

は、デバイスの配線長を短くすること、寄生容量を減少させること等が必要

となり、これらを実現するためにもデバイスの微細化が重要となる。また、

低消費電力化を実現するためにもデバイスの微細化が重要となる。このよう

に、デバイスの大容量化、高速化、低消費電力化を実現するために微細化が

ますます進むと考えられる 2)～5)。 

 電子デバイスの微細化に伴い、電子デバイス製造工程において、デバイス

に静電気が発生することによる歩留が低下する現象、すなわち静電気障害が

より深刻な問題となる 6)～8)。この問題は、静電気によりデバイスに欠陥が発

生し歩留が低下する問題と、静電気によりデバイスが誤動作することで歩留

が低下する問題の 2 種類に大別できる。 

1.1.1 電子デバイスの不良による歩留低下 

電子デバイスの欠陥による歩留の低下は、デバイスに発生した静電気によ

る静電気放電(ESD)や静電吸引(ESA)によって起こる。ESD による歩留の低下
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は、デバイスに発生した静電気が放電することにより、デバイス内部の非常

に狭い領域の一部が絶縁破壊することに起因する。また、ESA による歩留の

低下は、LSI 等の半導体デバイス製造工程において、ウェーハに発生した静

電気が、雰囲気中の塵埃を吸引することに起因する。このような ESA が発生

するとウェーハの拡散工程において、ウェーハに付着した不純物が半導体内

に拡散し、その特性を変化させることがある。この問題は、電子デバイス製

造の前工程において発生し易い 9)。これらの静電気障害に基づく歩留の低下

は、電子デバイスの微細化が進むに従って、深刻化すると考えられる。 

1.1.2 電子デバイスの誤動作による歩留低下 

電子デバイスの誤動作による歩留の低下は、電子デバイスの検査工程にお

いて発生する 10)。この歩留の低下は、電子デバイスに発生した静電気によっ

て、検査工程中のデバイスが誤動作することに起因する。すなわち、誤動作

によって、良品のデバイスが不良品と判断されることが原因である。電子デ

バイスの微細化が進み、動作電圧の低下が進んでいる近年、この種の静電気

障害に基づく歩留の低下は、一層深刻な問題になると考えられる。 

 

1.2 電子デバイス製造工程における静電気対策 

電子デバイス製造工程における静電気対策は 2 種類に大別できる。すな

わち、 

① 帯電物を接地する方法、 

② 雰囲気中に荷電粒子を分散する方法 

である。 

1.2.1 帯電物を接地する方法 

帯電物を接地する方法とは、図 1-1 に示すように、帯電物と作業台を大

地と電気的に接続することで、帯電物と大地との間で電子の授受を発生させ、

帯電物を除電する方法である。しかし、この除電方法では、非常に速い速度

で電子の授受が行われるため、帯電した電子デバイス内に放電を誘発する原

因にもなる。すなわち、この除電方法は、静電破壊による電子デバイスの歩

留の低下を促進する恐れがあるため、デバイスの静電気対策には用いられな
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い。この方法は、主として作業者や電子デバイス製造装置に対して実施され

る静電気対策である 11)。 

1.2.2 荷電粒子を分散する方法 

荷電粒子を分散する方法とは、図 1-2 に示すように、コロナ放電や軟 X

線等を利用して、空気分子をイオン化し、荷電粒子を生成し、その荷電粒子

を帯電物に輸送、吸収させることで帯電物を除電する方法である。 

この方法では、雰囲気中の荷電粒子が帯電物を除々に除電するため、帯電

した電子デバイスは部分的な放電を起こすことなく除電が可能となる。した

がって、除電時にデバイスが静電破壊することはない。このような方法で除

電するための除電装置は、コロナ放電型イオナイザと呼ばれ、電子デバイス

の静電気対策に広く用いられている 12)～15)。コロナ放電型イオナイザによる

荷電粒子生成のメカニズムを図 1-3 に示す。コロナ放電型イオナイザは、エ

ミッタと呼ばれる針状の電極を有しており、このエミッタに高電圧を印加す

ることで針先端部に電界を集中させ、高電界を発生させる。この高電界によ

って加速された電子が雰囲気中の気体分子や原子に衝突し、雪崩状に電離を

発生させる。この結果、イオナイザのエミッタ近傍には、高濃度の正負の荷

電粒子が生成される。ここで、エミッタに正の高電圧が印加されている場合、

正の荷電粒子はエミッタから遠ざかる方向に移動し、負の荷電粒子はエミッ

タから近づく方向に移動する。したがって、正の高電圧が印加されたエミッ

タは、正の荷電粒子を生成しているように見える。同様のメカニズムで、負

の高電圧が印加されたエミッタは、負の荷電粒子を生成しているように見え

る。 

このようなコロナ放電型イオナイザは、エミッタに印加する電圧の種類に

よって、DC コロナ放電型イオナイザと AC コロナ放電型イオナイザの 2 種

類に大別される。 

(1) DC コロナ放電型イオナイザ 

DC コロナ放電型イオナイザとは、図 1-4 に示すように、空間的に離れた

位置に、正の荷電粒子を発生するためのエミッタと、負の荷電粒子を発生す

るためのエミッタを持ったイオナイザである。したがって、空間的に異なる
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位置で、常に正の荷電粒子と負の荷電粒子を同時に生成している。このため、

正負の荷電粒子濃度は空間的に不均一に分布することになる。この不均一を

解消するためには、正の荷電粒子発生用エミッタと負の荷電粒子発生用エミ

ッタを近接して設置すればよいことになる。しかし、2 本のエミッタを著し

く近づけると、エミッタ間に火花放電が発生し、実用上使用できなくなる。

したがって、DC コロナ放電型イオナイザを使用して、正負の荷電粒子の濃度

分布を空間的に均一にすることは著しく困難であると考えられている。 

(2) AC コロナ放電型イオナイザ 

AC コロナ放電型イオナイザとは、図 1-5 に示すように、1 本のエミッタ

に正負の電圧を交互に印加することにより、正の荷電粒子と負の荷電粒子を

交互に生成するイオナイザである。 

AC コロナ放電型イオナイザでは、それぞれのエミッタに正負の電圧が交

互に印加されるため、正負の荷電粒子の空間的分布は均一となるが、時間的

分布に不均一が現れることがある。しかし、この不均一はイオナイザの動作

周波数等の動作条件で制御することができる。 

 

1.3 イオナイザの動作条件と性能の関係 

電子デバイス製造工程の生産性を高め、歩留を向上させるのにイオナイザ

が広く利用されているが、このイオナイザは荷電粒子を生成する装置である。

したがって、この荷電粒子を使って帯電した製品を除電することが可能とな

る。しかし、その動作条件が不適当であると、製品を帯電させることにもな

る。したがって、イオナイザを使用する場合には、その動作条件を最適化し、

最高の性能を引き出すように調整して使用しなければならない。また、電子

デバイスが完成するまでには、数百に及ぶ製造工程がある 14)。また、それぞ

れの工程に対して、動作条件の最適化を検討してイオナイザを使用する必要

がある。一般にイオナイザに期待される性能は、 

① 除電速度が高いこと、 

② 除電後の最終的な電位が 0 V に近づくこと、 

③ 発塵源にならないこと、 
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④ ノイズ源にならないこと、 

⑤ 製品を帯電させないこと 

等がある。 

「① 除電速度が高いこと」は、除電の速度に関する性能である。製品を短

時間で除電することはイオナイザにとって重要な性能であり、生産性の面か

らこの除電速度が高いことが要求されている。図 1-6 は、帯電した金属プレ

ートがイオナイザによって除電される様子の一例である。この図において、

除電を開始するとプレートの電位は徐々に低下し、0 V 付近に到達する。除

電速度とは、単位時間当たりのプレート電位の変化、すなわち∂VP /∂t のこ

とをいう。この変化率が急激であれば、除電速度は高いことになる。また、

プレートの電位は、 

 

P

P
P

C

Q
V                            (1-1) 

 

と表すことができる。したがって、この除電速度を使って、除電時に被除電

物に流れる電流、すなわち除電電流 INを、 

 

 
t

Q

t

/CQ
C

t

V
CI

PPP
P

P
PN














                  (1-2) 

 

と定義することができる。さらに、この除電電流を使って除電電流密度 JN

は、 

 

P

N
N

S

I
J                             (1-3) 

 

と定義することができる。ここで、QPはプレートに蓄えられた電荷、CPはプ

レートの静電容量、SPはプレートの面積である。 
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「② 除電後の最終的な電位が 0 V に近づくこと」は、イオナイザの除電の

精度に関する性能である。イオナイザによる除電後の最終的な電位が 0 V 付

近に到達することは、イオナイザにとって重要な性能である。この性能が満

足されない場合には、イオナイザによって製品が完全に除電されなくなるば

かりでなく、逆に製品を帯電させることにもなる。したがって、除電後の最

終的な製品の電位、すなわち図 1-6の除電後の最終的なプレート電位 VPFが 0 

V 付近になることが要求されている。この要求が満足されない原因として、

イオナイザが生成する正の荷電粒子と負の荷電粒子の量が異なること、すな

わちイオナイザのイオンバランスが崩れた状態で使用されていることが挙げ

られる。このようなイオンバランスの不完全性は、イオナイザのエミッタの

劣化やエミッタ先端に付着した微粒子の量に依存し、この量はイオナイザが

動作している際には常に変化している。このため、このイオンバランスを完

全な状態に保つためには、常時、作業領域のイオンバランスを測定し、リア

ルタイムで補正できるような自動制御システムで対応することが一般的にな

っている。したがって、この項目に関しては、本研究の対象から外すことに

した。 

「③ 発塵源にならないこと」は、イオナイザのコンタミネーションに関す

る性能である。イオナイザが動作中に発塵すると、クリーンルーム内の清浄

度を低下させることになる。したがって、これはイオナイザにとって重要な

性能となる。特に、電子デバイスがパッケージに収納されていない工程、す

なわち前工程において重要な条件となる。 

「④ ノイズ源にならないこと」は、電磁障害（EMI）に関する性能である。

これは、電子デバイスの検査工程において重要な性能となる。イオナイザが

ノイズ源となると、このノイズ、すなわち図 1-6 の電圧振幅 VSのうち、イオ

ナイザが生成した荷電粒子の電束に基づく電圧振幅 VSΦによってデバイスが

誤動作し、良品のデバイスが不良と判断される。この結果、デバイスの歩留

が低下する。したがって、イオナイザには、イオナイザ自身がノイズ源にな

らないことが要求される。 

最後に、「⑤ 製品を帯電させないこと」について述べる。この帯電は、イ
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オナイザが生成する正負荷電粒子の分布状態が時間的、空間的に不均一にな

った場合に発生する。このような製品の帯電の有無は、図 1-6 における電圧

振幅 VSのうち、プレートに到着する荷電粒子に基づく電圧振幅 VSQを測定す

ることにより確認できる。 

一方、イオナイザの動作条件としては、 

① エミッタへの印加電圧、 

② イオナイザの動作周波数、 

③ イオナイザの使用環境の風速、 

④ イオナイザから製品までの距離 

等がある。したがって、イオナイザを使用する各工程において、イオナイザ

が最高性能を発揮するためには、これらの動作条件を最適化して使用する必

要がある。 

 

1.4 本研究の目的 

前述のようなイオナイザの性能は動作条件に大きく依存するため、最高性

能を発揮させるためには、 

① イオナイザの動作条件と性能の関係を明確にすること、 

② 最適動作条件を決定するための手法を確立すること 

が重要となる。 

本研究では、電子デバイスの実装工程で搬送中の製品の除電を前提とする。

この搬送中の除電とは、図 1-7 に示すように、回路基板にデバイスを取り付

ける工程の製品や半製品がベルトコンベヤ等によって輸送される工程である。

この輸送中の回路基板にイオナイザが生成した荷電粒子を飛散させて回路基

板上のデバイスや回路基板自身を除電する。本研究では、このような工程で

の除電を高効率で行うための方法論を検討する。 

本研究では、イオナイザの動作条件として動作周波数を選び、イオナイザ

の最適動作条件を決定するための方法を検討することにした。すなわち、イ

オナイザの最適周波数の決定方法の確立を最終目的とした。したがって、本

研究の目的は、 
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① イオナイザの動作周波数と性能との関係を明らかにすること、 

② 最適周波数の決定方法を確立すること 

である。ただし、本研究では実装工程で使用することを前提としている。し

たがって、前述のイオナイザの性能の内、前処理工程で重要となる「③ 発塵

源にならないこと」や、検査工程で重要となる「④ ノイズ源にならないこと」

等の性能は議論の対象外となる。すなわち、「① 除電速度が高いこと」およ

び「⑤ 製品を帯電させないこと」の二項目をイオナイザの性能として扱う。 

 

1.5 本論文の構成 

本研究の目的は、電子デバイスの実装工程で使用する AC コロナ放電型イオ

ナイザの動作周波数と性能との関係を明らかにし、イオナイザの最適周波数

を決定する方法を確立することである。 

本論文は、図 1-8 に示すように、第 1 章から第 6 章で構成されている。

各章で取り扱う内容は、以下のように要約できる。 

 「第 1 章 序論」では、電子デバイス製造工程における静電気対策にとっ

て AC コロナ放電型イオナイザが有効であることを述べた。また、このイオナ

イザの性能は動作条件に大きく依存するので、最適な動作条件で動作させる

ことの重要性を述べた。さらに、本研究の目的である最適動作条件決定法の

確立が期待されていることを述べた。 

 「第 2 章 イオナイザの性能の周波数依存性」では、イオナイザの性能と

周波数との関係を検討するための実験装置を作製し、イオナイザの動作条件

としての周波数と、性能としての除電電流密度および電圧振幅との関係を検

討する。 

 「第 3 章 除電能力に及ぼす周波数の影響」では、除電能力を 3 種類、す

なわちエミッタ直下の除電電流密度、搬送領域の除電電流、除電領域の全除

電電流に分類して定義し、それぞれの定義に基づいた除電能力の周波数依存

性を検討する。 

 「第 4 章 簡易帯電センサの設計・製作・評価」では、イオナイザが生成

した荷電粒子が被除電物を帯電させる可能性を評価するためのセンサを検討
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する。また、イオナイザによる絶縁体シートの帯電特性を実験的に検討し、

この実験結果を利用して簡易帯電センサのキャリブレーションを行い、簡易

帯電センサの帯電検出性能に関する評価を行う。 

「第 5 章 最適周波数の決定方法」では、「第 3 章 除電能力に及ぼす周波

数の影響」で検討した結果および「第 4 章 簡易帯電センサの設計・製作・

評価」で製作した簡易帯電センサを用いてイオナイザの最適周波数決定法を

確立する。また、エミッタから被除電物までの距離、エミッタへの印加電圧

を変化させた場合にも、本研究で確立した最適周波数決定法を適用し、最適

周波数の検討を行った。 

 「第 6 章 結論」では、本研究で得られた結果を総括する。 
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図 1-1 接地による電子デバイス実装工程における静電気対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 イオナイザによる電子デバイス実装工程の静電気対策 

+ +



第 1 章 序論 

- 11 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3 コロナ放電型イオナイザによる荷電粒子の生成メカニズム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-4 DC コロナ放電型イオナイザが生成した荷電粒子の分布 
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図 1-5 AC コロナ放電型イオナイザが生成した荷電粒子の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-6 コロナ放電型イオナイザの性能 
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図 1-7 イオナイザによる搬送中の製品の除電方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-8 本論文のフローチャート 
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第 2 章 イオナイザの性能の周波数依存性 

 

2.1 はじめに 

「第 １ 章 序論」で述べたように、AC コロナ放電型イオナイザの性能

を最大限に発揮するためには、最適動作条件でイオナイザを動作させる必要

がある。この最適動作条件を決定するためには、まず、イオナイザの動作条

件とイオナイザの性能との関係を明確にする必要がある。ただし、本研究で

は、この動作条件として動作周波数に限定し、最適周波数を決定する方法に

ついて検討する。そこで本章では、まず、イオナイザの性能の周波数依存性

について明らかにする。なお、本研究では、電子デバイス実装工程における

除電を研究の対象としたため、「第 1 章 序論」で述べたように、イオナイ

ザの性能として「除電速度が高いこと」と「製品を帯電させないこと」を選

んだ。 

図 2-1 に本章のフローチャートを示す。まず、「2.2 実験装置の設計・

製作」では、動作周波数とイオナイザの性能との関係を測定するための実験

装置を設計・製作する。次に、「2.3 周波数と除電電流密度との関係」では、

この実験装置を使用して、動作周波数と除電電流密度との関係について明ら

かにする。また、「2.4 周波数と電圧振幅との関係」では、動作周波数と電

圧振幅との関係について明らかにする。さらに、「2.5 周波数とイオナイザ

の性能との関係」では、動作周波数と除電電流密度との関係、および動作周

波数と電圧振幅との関係から、イオナイザの性能の周波数依存性について検

討を行う。 

 

2.2 実験装置の設計・製作 

本研究で用いる実験装置は、クリーンルームをモデル化した風洞と荷電粒

子生成部とで構成されている。ここでは、これらを組み合わせて、実験装置

を設計・製作する方法について述べる。 

2.2.1 風洞 

電子デバイス実装工程における除電環境を再現するためには、クリーンル



第 2 章 イオナイザの性能の周波数依存性 

- 15 - 

ームのように均一な送風の元で荷電粒子を輸送する必要がある。そこで、図 

2-2 に示すような風洞を設計・製作した。この風洞は、ステンレススチール

製の直方体とし、この上部と下部にファンを設けた。このファンへの印加電

圧を変化させることで、風速を変えることができる。また、フィルタを設け

ることで、風洞内の送風を均一にすることを可能にした。なお、この風洞内

の風速 UF は、風速計 (TSI 社 Model 8330) を用いて測定した。 

2.2.2 荷電粒子生成部 

荷電粒子生成部は、エミッタと高電圧電源から構成されている。ここでは、

エミッタと高電圧電源を組み合わせて、荷電粒子生成部を設計・製作した。 

(1) エミッタ 

本研究で使用したエミッタを図 2-3 に示す。エミッタとして、直径が 1.6 

mm のタングステン棒を研磨し、針状に加工したものを用いた。また、エミッ

タ先端の曲率半径は、0.025 mm とした。 

(2) 高電圧電源 

本研究で用いた高電圧電源は、ファンクション・ジェネレータ (岩崎通信

機株式会社 SG-4104) とアンプリファイア (トレック・ジャパン株式会社 

MODEL 10/10B) とで構成されている。ファンクション・ジェネレータの出力

電圧をアンプリファイアによって 1000 倍に増幅し、エミッタへの印加電圧 

VE とした。なお、エミッタへの印加電圧 VE はオシロスコープ (岩崎通信機

株式会社 DS-8617) でモニタできる。 

(3) 荷電粒子生成部 

エミッタと高電圧電源を組み合わせて、荷電粒子生成部を完成させた。エ

ミッタは作業領域の上方に固定し、実験装置外部に設置されている高電圧電

源と接続した。 

2.2.3 実験装置の組み立て 

前述のように設計・製作した風洞、荷電粒子生成部を組み合わせて、実験

装置を組み立てた。この実験装置を図 2-4 に示す。また、エミッタ下端に、

接地した網状のステンレススチールを設けた。 
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2.3 周波数と除電電流密度との関係 

本章では、イオナイザの性能である「除電速度が高いこと」について、除

電電流密度 JN を定義して検討を行う。そこで、まず、除電電流密度 JNの測

定に使用する機器、測定におけるイオナイザの動作条件、および測定方法に

ついて述べる。次に、動作周波数 f を変化させた場合の除電電流密度 JN の

測定結果について述べる。 

2.3.1 除電電流密度の測定機器 

本章において、測定はチャージプレートモニタ (CPM : トレック・ジャパ

ン株式会社 Model 158) を用いて行った。図 2-5 に CPM の構成を示す。CPM 

はイオナイザの性能をモニタするための機器であり、金属プレート、非接触

型電位計、高電圧電源、および減衰時間測定用タイマで構成されている。金

属プレートの大きさは 25 mm × 25 mm (静電容量 20 pF) であり、高電圧電

源からプラス、マイナスいずれかの電荷を任意に充電できる構造となってい

る。 

2.3.2 イオナイザの動作条件 

本研究では、動作周波数 f がイオナイザの性能に及ぼす効果を明確にする

ことが目的の一つである。そこで、動作周波数 f を変化させて、イオナイザ

の性能を測定する。したがって、本章における測定の際のイオナイザの動作

条件は、動作周波数 f のみを変化させ、その他の動作条件は一定値とした。

本章の測定におけるイオナイザの動作条件は、下記の通りである。 

(1) エミッタから被除電物までの距離 

エミッタから被除電物までの距離 DEP を遠ざけた場合、生成された荷電粒

子が被除電物まで輸送される時間 tt が長くなる。そのため、多くの荷電粒

子が輸送される間に再結合して消滅することが考えられる。この結果、被除

電物に到達する荷電粒子の量が減少し、除電速度が低くなる可能性がある。

一方、近づけた場合、イオナイザが生成した荷電粒子は被除電物に直接照射

されることになる。この結果、イオナイザが被除電物を高電位に帯電させる

可能性がある。そこで本章では、これらの可能性を考慮して、エミッタから

被除電物までの距離 DEP を 300 mm とした。 
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(2) 実験装置内の風速 

本研究では、電子デバイスの実装工程における除電を検討している。そこ

で、実験装置内の風速 UF は、クリーンルーム内の送風速度と同程度の値で

ある 0.3 m/s とした。 

(3) 動作周波数 

本章における動作周波数 f は、商用電源周波数である 50Hz を基準と考え、

1H z から 100 Hz までの範囲 とした。 

(4) エミッタへの印加電圧 

イオナイザに荷電粒子を生成させるためには、エミッタへ 4 ｋV 以上の電

圧を印加する必要がある。一方、エミッタへ 10 ｋV 以上の電圧を印加して

イオナイザを長時間動作させた場合、イオナイザの内部で使用している高圧

ケーブルの劣化速度が高くなる。そこで本章では、エミッタに印加する電圧 

VE の波形を矩形波とし、4 ｋV と 10 ｋV の中間電圧である 7 ｋV を正の

印加電圧 VE＋ とした。また、生成された正負の荷電粒子量が等量である場

合のみ、被除電物の最終的な到達電位 VPF は 0 V 程度になる。そのため、

一般のイオナイザは、この最終到達電位 VPF が常に 0 V 程度になるように

自動制御システムを備えている。したがって、本研究においても、最終到達

電位 VPF が 0 V 程度になるようにイオンバランスを調整し、正負荷電粒子

が等量に生成されている状態で測定を行う必要がある。そこで本章では、作

業領域の電位をモニタし、正の印加電圧 VE＋ を 7 ｋV 一定として、除電領

域の電位が 0 V 程度になるように負の印加電圧 VE－ を調整した。なお、こ

れらの作業は、各動作周波数 f に対して行った。また、除電領域の電位は、

CPM を使用して測定した。 

2.3.3 除電電流密度の測定方法 

ここでは、除電電流密度の測定方法について述べる。除電電流密度 JN は、

「2.3.2 イオナイザの動作条件」で述べた条件下で、CPM を使用して測定し

た。また、CPM の金属プレートの配置は、図 2-6 に示すように、実験装置

内の除電領域の中心、すなわちエミッタの真下とした。 

除電電流密度 JN は、被除電物が除電される際に、単位時間に被除電物に
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流入する電荷量 QP、すなわち除電される際の電流 (∂QP/∂t) から求めるこ

とができる。この電流は、時間の経過とともに CPM の金属プレートが除電

され、プレート電位 VP が減衰する様子から求められる。図 2-7 は、充電

後の CPM のプレート電位が、時間の経過とともに除電され、O V 程度まで

減衰している様子の一例である。この図において、除電されるプレート電位 

VP の時間変化 (∂VP/∂t) は、 
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となる。ここで、QP はプレートの電荷量、CP はプレートの静電容量、IN 

は除電電流である。この除電電流 IN から、本章における除電電流密度 JN 

を算出する。 

除電電流 IN は、次の方法から求めることができる。まず、CPM の金属プ

レートを －1050 V に充電し、この金属プレートがイオナイザによって除電

され、プレートの電位 VP－ が 0 V 程度まで減衰する様子を測定する。次に、

CPM のプレートの電位 VP－ が －1000 V から －500 V になるまでの電位の

傾き (∂VP-/∂t) を求め、この傾きと CPM の金属プレートの静電容量 (CP 

= 20 pF) から、正の荷電粒子に基づく除電電流 IN+ を算出する。同様に、

CPM の金属プレートを ＋1050 V に充電し、プレート電位 VP＋ が O V 程度

まで減衰する様子を測定する。このプレート電位 VP＋ が 1000 V から 500 

V になるまでの電位の傾き(∂VP+/∂t)から、負の荷電粒子に基づく除電電

流 IN-を算出した。したがって、正および負の荷電粒子に基づく除電電流

は、 
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となる。次に、このようにして求めた除電電流 IN+ と IN- の絶対値を平均

し、除電電流 IN を算出した。したがって、除電電流 IN は、 
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                       (2-4) 

 

となる。さらに、この除電電流 IN と CPM の金属プレートの面積 (SP = 25 mm 

× 25 mm) から、除電電流密度 JN を算出した。したがって、除電電流密度 JN 

は、 
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となる。 

2.3.4 除電電流密度の測定結果 

ここでは、まず、動作周波数 f を変化させた際の時間 t とプレート電位

VP との関係の測定結果について述べる。次に、これらの結果から求めた動作

周波数 f と除電電流密度 JN およびその際の負の印加電圧 VE－ との関係を

まとめた結果について述べる。 

(1) 周波数を変化させた際の時間とプレート電位との関係 

動作周波数 f を 1 ～ 100 Hz の範囲で変化させた場合の時間 t とプレ

ート電位 VP との関係を図 2-8 ～ 図 2-12 に示す。これらの各図の中には、 

 ① イオンバランス調整前の負の荷電粒子による除電の様子：緑線、 

 ② イオンバランス調整前の正の荷電粒子による除電の様子：橙線、 

 ③ イオンバランス調整後の負の荷電粒子による除電の様子：青線、 

 ④ イオンバランス調整後の正の荷電粒子による除電の様子：赤線 

の 4 種類の測定結果が含まれている。図 2-8 に示すように、動作周波数 f 

が 1 Hz の場合は、4 種類の測定結果が重なっている。しかし、図 2-9 ～ 図 

2-12 に示すように、動作周波数 f が 5 Hz ～ 100 Hz の場合は、明らかに
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イオンバランスを調整した効果が現れている。イオンバランス調整前におけ

る除電後のプレート電位 VP は、マイナス側で一定となっているが、イオン

バランス調整後における除電後のプレート電位 VP は、0 V 程度で一定にな

っている。すなわち、イオンバランスの調整を行わずにイオナイザを動作さ

せた場合、被除電物はマイナスに帯電する可能性がある。しかし、イオンバ

ランスの調整をしてイオナイザを動作させた場合、被除電物は 0 V 程度に除

電されることが期待できる。そこで、本章では、イオンバランス調整後にお

ける時間 t とプレート電位 VP との関係から、除電電流密度 JN を算出した。 

図 2-8 ～ 図 2-12 に示した結果の内、イオンバランス調整後の結果、す

なわちイオンバランス調整後の負の荷電粒子による除電の様子 (青線) とイ

オンバランス調整後の正の荷電粒子による除電の様子 (赤線) から、動作周

波数 f が低くなるに従って、単位時間当たりのプレート電位 VP の変化 (∂

VP/∂t) は大きくなることがわかる。 

(2) 周波数と除電電流および負の印加電圧との関係 

各動作周波数 f における時間 t とプレート電位 VP との関係から、除電

電流密度 JN を算出した。図 2-13 に除電電流密度 JN と負の印加電圧 VE－ 

の周波数依存性の結果を示す。この結果から、動作周波数 f が低くなるに従

って除電電流密度 JN は高くなることがわかる。また、エミッタへの負の印

加電圧 VE－ は、高周波側では一定であるが、5 Hz 付近で急激に変化してい

ることがわかる。 

 

2.4 周波数と電圧振幅との関係 

本章では、イオナイザの性能である「製品を帯電させないこと」について、

電圧振幅 VS を定義して検討を行う。そこで、まず、電圧振幅 VS の測定に

使用する機器、測定におけるイオナイザの動作条件、および測定方法につい

て述べる。次に、動作周波数 f を変化させた場合の電圧振幅 VS の測定結果

について述べる。 

2.4.1 電圧振幅の測定機器およびイオナイザの動作条件 

電圧振幅 VS の測定は、「2.3.1 除電電流密度の測定機器」で述べた CPM
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を用いて行った。また、測定の際のイオナイザの動作条件は、「2.3.2 イオ

ナイザの動作条件」で述べた条件と同様の条件とした。 

2.4.2 電圧振幅の測定方法 

電圧振幅 VS は、「2.3.4 除電電流密度の測定結果」に示した時間 t とプ

レート電位 VP との関係において、金属プレートが除電された後、すなわち

プレート電位 VP が 0 V 程度になった後におけるプレート電位 VP の変動幅

から求めた。図 2-14 は、CPM の金属プレートが除電されて 0 V 程度になっ

た後のプレート電位 VP を拡大した一例である。この図において、プレート

電位 VP の変動幅の最大値から最小値までを電圧振幅 VS とした。 

2.4.3 電圧振幅の測定結果 

ここでは、まず、動作周波数 f を変化させた際の除電後の時間 t とプレ

ート電位 VP との関係の測定結果について述べる。次に、これらの結果から

求めた動作周波数 f と電圧振幅 VS との関係をまとめた結果について述べ

る。 

(1) 周波数を変化させた際の除電後の時間とプレート電位との関係 

動作周波数 f を 1 ～ 100 Hz の範囲で変化させた場合の除電後のプレー

ト電位 VP を図 2-15 ～ 図 2-19 に示す。また、各動作周波数 f における

除電後のプレート電位 VP の変動幅を比較するために、これらの結果を一つ

にまとめた。この結果を図 2-20 に示す。なお、この図の横軸は、エミッタ

への印加電圧 VE の 2 周期で規格化してある。この結果から、動作周波数 f 

が低くなるに従って、除電後のプレート電位 VP の変動幅は大きくなること

がわかる。 

(2) 周波数と電圧振幅との関係 

各動作周波数 f における除電後のプレート電位 VP の変動幅から電圧振

幅 VS を求めた。図 2-21 に電圧振幅 VS の周波数依存性を示す。この結果

から、動作周波数 f が 5 Hz 以上の領域では、動作周波数 f が低くなるに

従って電圧振幅 VS は徐々に増加するが、5 Hz 以下の領域では、動作周波数 

f が低くなるに従って急激に増加していることがわかる。 
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2.5 周波数とイオナイザの性能との関係 

本章では、AC コロナ放電型イオナイザの性能として、除電電流密度 JN お

よび電圧振幅 VS を取り上げ、各性能と動作周波数 f との関係について検討

を行った。図 2-22 に除電電流密度 JN、電圧振幅 VS およびエミッタへの負

の印加電圧 VE－ の周波数依存性の結果を示す。この結果から、イオナイザ

の性能は動作周波数 f に大きく依存することが明らかになった。そこで、こ

こではまず、除電電流密度 JN の周波数依存性について考察する。次に、電

圧振幅 VS の周波数依存性について考察する。 

2.5.1 除電電流密度の周波数依存性 

除電電流密度 JN は、作業領域に到達する荷電粒子の量によって決まる。

また、この到達する荷電粒子の量は、荷電粒子の分布状態に依存する。さら

に、この荷電粒子の空間分布は、動作周波数 f に大きく依存する。図 2-23 に

低周波および高周波の場合の荷電粒子の空間分布の様子を示す。動作周波数 

f が低くなるに従って、半周期に生成される荷電粒子の量 QG が多くなるた

め、生成された荷電粒子間の斥力に基づく広がりも顕著になる。図 2-23 に

おいて、紫色の破線は、この広がりを示している。この広がり領域は、正の

荷電粒子または負の荷電粒子の内、一方の極性の荷電粒子濃度が、他方に比

べて著しく高い領域 (単極荷電粒子領域) であるため、再結合による荷電粒

子の消滅はない。また、この領域の外側は、正の荷電粒子と負の荷電粒子が

混在し、同程度の荷電粒子濃度の領域 (混在領域) であるため、再結合によ

って荷電粒子は消滅する。したがって、動作周波数 ｆ が低くなるに従って、

単極荷電粒子領域が大きくなり、再結合によって消滅する荷電粒子の数が減

少するので、除電電流密度 JN が高くなったと考えられる。 

2.5.2 電圧振幅の周波数依存性 

電圧振幅 VS は、図 2-24 に示すように、エミッタに充電された電荷から

の電束ΦI に基づく電圧振幅 VSΦE、イオナイザによって生成された荷電粒子

からの電束ΦEに基づく電圧振幅 VSΦI、CPM に到達した荷電粒子 QGに基づく

電圧振幅 VSQ に分類できる。エミッタに充電された電荷からの電束に基づく

電圧振幅 VSΦE は、周波数に依存しない。しかし、イオナイザによって生成
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された荷電粒子からの電束に基づく電圧振幅 VSΦI は、前述の単極荷電粒子

領域の荷電粒子量に依存するため、動作周波数 ｆ が低くなるに従って大き

くなる。また、CPM に到達した荷電粒子に基づく電圧振幅 VSQ は、CPM に到

達した荷電粒子の量に依存するため、単極荷電粒子領域が CPM のプレートの

位置まで広がった場合に、急激に大きくなると考えられる。このような VSQ 

の急激な上昇は、単極荷電粒子が被除電物に到達していることを意味する。

したがって、このように単極荷電粒子が CPM に直接到達するような条件でイ

オナイザを動作させた場合、イオナイザは除電器ではなく、帯電器として作

用することが懸念される。 

 

2.6 まとめ 

本章では、AC コロナ放電型イオナイザの動作周波数 f とイオナイザの性

能との関係を明らかにすることを目的とした。そこで、まず、動作周波数 f が

性能に及ぼす効果を測定するための実験装置を設計・製作した。次に、動作

周波数 f を変化させた場合の除電電流密度 JN と電圧振幅 VS を測定した。

さらに、これらの測定結果から、イオナイザの性能の周波数依存性について

検討を行った。これらの成果は、以下のようにまとめられる。 

(1) 風洞と荷電粒子生成部を組み合わせて、実験装置を完成させた。 

(2) イオナイザの性能である除電電流密度 JN と電圧振幅 VS は、動作周

波数 f に大きく依存することが明らかとなった。 

(3) 除電電流密度 JN は、動作周波数 f が低くなるに従って高くなる。し

たがって、動作周波数 f が低くなるに従って除電速度は高くなること

が明らかとなった。 

(4) 電圧振幅 VS は、動作周波数 f が低くなるに従って大きくなる。 
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図 2-1 第 2 章のフローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 クリーンルームをモデル化した風洞 
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図 2-3 エミッタの寸法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 実験装置 
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図 2-5 CPM の構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 CPM の配置 
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図 2-7 時間とプレート電位との関係 (除電電流密度の定義) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-8 時間とプレート電位との関係 (ｆ ＝ 1 Hz の場合) 
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図 2-9 時間とプレート電位との関係 (ｆ ＝ 5 Hz の場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-10 時間とプレート電位との関係 (ｆ ＝ 10 Hz の場合) 
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図 2-11 時間とプレート電位との関係 (ｆ ＝ 50 Hz の場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-12 時間とプレート電位との関係 (ｆ ＝ 100 Hz の場合) 
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図 2-13 周波数と除電電流密度およびエミッタへの負の印加電圧との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-14 除電後における時間とプレート電位との関係 (電圧振幅の定義) 
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図 2-15 除電後における時間とプレート電位との関係 (ｆ ＝ 1 Hz の場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-16 除電後における時間とプレート電位との関係 (ｆ ＝ 5 Hz の場合) 
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図 2-17 除電後における時間とプレート電位との関係 (ｆ ＝ 10 Hz の場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-18 除電後における時間とプレート電位との関係 (ｆ ＝ 50 Hz の場合) 
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図 2-19 除電後における時間とプレート電位との関係 (ｆ ＝ 100 Hz の場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-20 除電後における時間とプレート電位との関係 (ｆ ＝ 1 ～ 100 Hz の場合) 
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図 2-21 周波数と電圧振幅との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-22 除電電流密度、電圧振幅、エミッタへの負の印加電圧の周波数依存性 
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(a)低周波の場合            (ｂ)高周波の場合 

 

図 2-23 荷電粒子の空間分布の周波数依存性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)低周波の場合             (ｂ)高周波の場合 

 

図 2-24 電圧振幅のメカニズム 
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第 3 章 除電能力に及ぼす周波数の影響 

 

3.1 はじめに 

イオナイザの性能を評価する際、従来はエミッタ直下、すなわち除電領域

の中心における除電の様子を測定していた。したがって、前章では、AC コロ

ナ放電型イオナイザの性能として、除電領域の中心における除電電流密度を

取り扱った。しかし、本研究では、「1.5 本研究の目的」で述べたように、

被除電物である電子デバイスが搬送中に除電されることを前提としている。

そのため、被除電物が静止状態で除電されるのではなく、搬送されながら除

電されることを考慮して検討を行う必要がある。そこで、本章では、被除電

物が搬送されながら除電されることを考慮して、イオナイザの動作周波数が

除電の能力に及ぼす影響について明らかにする。 

図 3-1 に本章のフローチャートを示す。まず、「3.2 除電能力の測定方

法」では、本章における除電能力を定義し、除電能力の測定方法および算出

方法を確立する。次に、「3.3 除電能力の測定結果」では、動作周波数と除

電能力との関係の測定結果について述べる。さらに、「3.4 周波数と除電能

力との関係」では、これらの測定結果から、動作周波数が除電能力に及ぼす

影響について検討する。 

 

3.2 除電能力の測定方法 

本章では、まず、被除電物が搬送中に除電されることを考慮して、イオナ

イザの除電能力を定義する。次に、除電能力の測定方法および算出方法につ

いて述べる。 

3.2.1 除電能力の定義 

図 3-2 に本章におけるイオナイザの除電能力を示す。本章では、被除電物

が搬送されながら除電されることを考慮して、除電能力を 3 種類に分類した。

ここでは、それぞれの除電能力について詳細を述べる。 

(1) 除電領域中心の除電電流密度 

除電領域中心の除電電流密度 JNC は、前章で定義した除電電流密度 JN と
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同様に、エミッタ直下における除電電流密度のことである。 

(2) 搬送領域の除電電流 

搬送領域の除電電流 IL は、被除電物が搬送される領域における除電電流

のことである。 

(3) 除電領域の全除電電流 

除電領域の全除電電流 IS は、搬送領域を含む除電領域全体における除電

電流のことである。 

3.2.2 除電能力の測定方法 

前述のように定義した除電能力は、除電電流密度 JNr の分布を測定するこ

とで求められる。そこで、ここでは、除電電流密度分布の測定における測定

機器、測定の際のイオナイザの条件、および測定方法について述べる。 

(1) 測定機器およびイオナイザの動作条件 

除電電流密度分布の測定は、「2.2 実験装置の設計・製作」で作製した実

験装置内で行った。また、測定における測定機器およびイオナイザの動作条

件は、「2.3 周波数と除電電流密度との関係」で述べた測定機器およびイオ

ナイザの動作条件と同様とした。したがって、測定機器として CPM を用いた。

また、イオナイザの動作条件は、 

① エミッタから被除電物までの距離 DEP：300 mm、 

② 実験装置内の風速 UF：0.3 m/s、 

③ 動作周波数 f：1 ～ 100 Hz、 

④ エミッタへの正の印加電圧 VE＋：＋7 kV、 

⑤ エミッタへの負の印加電圧 VE－：イオンバランス調整後の電圧値 

とした。また、測定範囲は、除電領域中心から水平方向 rW に 0 mm ～ 500 mm 

の範囲とした。 

(2) 測定方法 

除電電流密度分布の測定は、図 3-3 に示すように、CPM の金属プレートを

除電領域の中心から水平方向 rW に 500 mm の位置まで移動させて行った。

なお、測定位置の間隔は 100 mm とした。このようにして測定した除電電流

密度分布から、それぞれの除電能力を算出する。なお、除電電流密度 JNr の
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算出方法は、「2.3.3 除電電流密度の測定方法」で述べた方法と同様である。

また、除電領域中心の除電電流密度 JNC は、前章で述べた実験装置内の除電

領域の中心、すなわちエミッタの真下における除電電流密度 JNである。 

3.2.3 搬送領域の除電電流の算出方法 

搬送領域の除電電流 IL は、搬送領域全体における除電電流密度 JNr を積

分することで算出できる。したがって、除電電流密度分布の測定結果から、

搬送領域の除電電流 IL を 

 W NrL rdJWI                         (3-1) 

 

として算出した。ここで、W は搬送領域の幅、rW は除電領域中心からの距離

である。 

3.2.4 除電領域の全除電電流の算出方法 

除電領域の全除電電流 IS は、除電領域全体における除電電流密度 JNr を

積分することで算出できる。したがって、除電電流密度分布の測定結果から、

除電領域の全除電電流 IS を 

 S NrS dJI                          (3-2) 

 

として算出した。ここで、s は除電領域の面積である。 

 

3.3 除電能力の測定結果 

ここでは、まず、除電領域全体における時間 t とプレート電位 VP との関

係の測定結果について述べる。次に、この測定結果から算出した除電電流密

度 JNr の分布の測定結果について述べる。さらに、この除電電流密度分布か

らそれぞれの除電能力を算出し、各除電能力の周波数依存性について比較検

討する。 

3.3.1 測定位置を変化させた際の時間とプレート電位との関係 

距離 rW を変化させた際の時間 t とプレート電位 VP との関係を図 3-4 ～ 
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図 3-9 に示す。なお、これらの図における動作周波数 ｆ は 50 Hz である。

これらの結果から、距離 rW が長くなるに従って、単位時間当たりのプレー

ト電位 VP の変化 (∂VP/∂t) は小さくなることがわかる。また、図 3-9 に

示すように、距離 rW が 500 mm の場合、プレート電位 VP の変化 (∂VP/∂

t) は非常に小さいことがわかる。すなわち、この位置において、被除電物が 

0 V 程度まで除電される時間は著しく長くなることがわかる。 

3.3.2 周波数と除電電流密度分布との関係 

(1) 周波数と正の荷電粒子に基づく除電電流密度分布との関係 

各動作周波数 f において、距離 rW を変化させた際の正の荷電粒子に基づ

く除電の様子を測定した。次に、この測定結果から、正の荷電粒子に基づく

除電電流密度 JNr＋ を算出した。これらをまとめた結果を図 3-10 に示す。

この図から、動作周波数 f と正の荷電粒子に基づく除電電流密度 JNr＋ の分

布との関係がわかる。この結果から、動作周波数 f に関係なく、距離 rW が

長くなるに従って、除電電流密度 JNr＋ は低くなることがわかる。すなわち、

エミッタ直下から離れるに従って、除電の能力は低くなることがわかる。ま

た、距離 rW に関係なく、動作周波数 f が低くなるに従って、除電電流密度 

JNr＋ は大きくなることがわかる。 

(2) 周波数と負の荷電粒子に基づく除電電流密度分布との関係 

図 3-10 に示した動作周波数 f と除電電流密度 JNr＋ の分布との関係と同

様に、負の荷電粒子に基づく除電電流密度 JNr－ の分布を求めた。この結果

を図 3-11 に示す。この結果から、正の荷電粒子に基づく結果と同様に、動

作周波数 f に関係なく、距離 rW が長くなるに従って、除電電流密度 JNr－ は

低くなることがわかる。また、距離 rW に関係なく、動作周波数 f が低くな

るに従って、除電電流密度 JNr－ は大きくなることがわかる。 

(3) 周波数と除電電流密度分布との関係 

図 3-10 および図 3-11 に示した正および負の荷電粒子に基づく除電電流

密度の絶対値を平均し、この値を除電電流密度 JNr とした。図 3-12 に動作

周波数 f と除電電流密度 JNr の分布との関係を示す。この結果から、正およ

び負の荷電粒子に基づく結果と同様に、動作周波数 f に関係なく、距離 rW が
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長くなるに従って、除電電流密度 JNr は低くなることがわかる。また、距離 rW 

に関係なく、動作周波数 f が低くなるに従って、除電電流密度 JNr は大きく

なることがわかる。 

3.3.3 周波数と高除電電流密度領域との関係 

図 3-12 に示した動作周波数 f と除電電流密度 JNr の分布との関係おいて、 

① 除電電流密度 JNr が 0.25 μA/m2 以上の領域：高除電電流密度領域、 

② 除電電流密度 JNr が 0.25 μA/m2 未満の領域：低除電電流密度領域 

と定義した。図 3-13 にこれらの領域と動作周波数 f との関係を示す。この

結果から、動作周波数 f が低くなるに従って、高除電電流密度領域が広くな

ることがわかる。 

3.3.4 除電能力の周波数依存性 

本章における除電能力である除電領域中心の除電電流密度 JNC、搬送領域

の除電電流 IL および除電領域の全除電電流 IS の周波数依存性を比較検討

する。そこで、これらの値をそれぞれの最大値、すなわち 1 Hz の JNC、IL お

よび IS で規格化した。この結果を図 3-14 に示す。この結果から、動作周

波数 f が低くなるに従って、除電領域中心の除電電流密度 JNC、搬送領域の

除電電流 IL、除電領域の全除電電流 IS はすべて大きくなることがわかる。

また、1 Hz の除電領域中心の除電電流密度 JNCは、100 Hz に比べて 1.8 倍

になることがわかる。しかし、1 Hz の搬送領域の除電電流 IL は、100 Hz に

比べて 2.2 倍になることがわかる。さらに、1 Hz の除電領域の全除電電流 IS 

は、100 Hz に比べて 3.8 倍になることがわかる。 

 

3.4 周波数と除電能力との関係 

「3.3 除電能力の測定結果」では、動作周波数 f と除電能力との関係の

測定結果について述べた。ここでは、これらの結果について考察を行い、動

作周波数 f が除電能力に及ぼす影響について明らかにする。 

3.4.1 周波数が除電電流密度分布へ及ぼす影響 

図 3-10 ～ 図 3-13 の結果が示すように、動作周波数 f が低い場合と高

い場合では、除電電流密度 JNr の分布が異なることが明らかになった。この



第 3 章 除電能力に及ぼす周波数の影響 

- 41 - 

結果から、イオナイザを低周波で動作させた場合、 

① 除電電流密度 JNr は高くなること、 

② 高除電電流密度領域は広くなること 

がわかる。図 3-15 に、動作周波数 f が低い場合と高い場合の荷電粒子分布

の様子を示す。なお、この図において、紫色の破線は、半周期に生成される

荷電粒子 QG の互いの斥力に基づく広がり (単極荷電粒子領域) を示してい

る。また、黒色の点線は、生成された荷電粒子が分布する領域を示している。

除電電流密度 JNr が高くなる理由は、「2.5.1 除電電流密度の周波数依存

性」で述べたように、低周波で動作している場合、生成された荷電粒子が除

電領域に到達するまでの全輸送工程の内、単極荷電粒子領域、すなわち再結

合が発生しない領域が大きくなるため、除電電流密度 JNr は高くなると考え

られる。また、高除電電流密度領域が広くなる理由は、次のように考えられ

る。高除電電流密度領域の広さは、除電領域に到達した荷電粒子の分布幅に

よって決まる。図 3-15 に示すように、低周波でイオナイザを動作している

場合は、高周波で動作している場合に比べて、イオナイザが生成した荷電粒

子は広範囲に分布すると考えられる。この結果、除電領域に到達する荷電粒

子の分布幅は広くなるため、高除電電流密度領域も広くなると考えられる。 

3.4.2 除電能力の周波数依存性 

図 3-14 が示すように、1 Hz の搬送領域の除電電流 IL が、100 Hz に比

べて 2.2 倍になる理由は、次のように考えられる。搬送領域の除電電流 IL は、

除電電流密度 JNr を搬送領域で積分した結果である。すなわち、搬送領域の

除電電流 IL は、除電領域に到達する荷電粒子の分布幅と除電電流密度 JNr

に大きく依存する。したがって、低周波でイオナイザを動作させた場合は、

高周波で動作させた場合に比べて、除電領域に到達する荷電粒子の分布幅は

広く、除電電流密度 JNr も高くなるので、1 Hz の搬送領域の除電電流 IL は、

100 Hz に比べて大きくなると考えられる。 

3.4.3 除電能力の評価方法 

図 3-14 から除電領域中心の除電電流密度 JNC、搬送領域の除電電流 IL お

よび除電領域の全除電電流 IS の周波数依存性には大きな差があることがわ
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かった。従来は、除電領域中心の除電電流密度 JNC を除電能力として評価し

ていた。しかし、被除電物が移動している場合、被除電物が除電領域を通過

する間に除電されることになるので、除電領域中心の除電電流密度 JNC を測

定し、除電能力と定義することは不十分である。すなわち、除電領域を通過

する間に被除電物に到達する電気量を考慮して測定を行う必要がある。した

がって、本研究における搬送領域の除電電流 IL は、除電電流密度 JNr を搬

送領域全体において積分した結果であるため、被除電物が移動している場合

には、この搬送領域の除電電流 IL を除電能力とすることが妥当であると考

えられる。 

 

3.5 まとめ 

本章では、AC コロナ放電型イオナイザの動作周波数 f が除電能力に及ぼ

す影響について明らかにすることを目的とした。そこで、まず、被除電物が

搬送中に除電されることを考慮して、除電能力を 3 種類に分類した。次に、

それぞれの除電能力を求めるために、除電領域全体における除電電流密度 

JNr の分布を測定した。さらに、これらの測定結果から、各除電能力の周波数

依存性について比較検討した。この成果は、以下のようにまとめられる。 

(1) 搬送中の被除電物における除電能力を、 

① 除電領域中心の除電電流密度 JNC、 

② 搬送領域の除電電流 IL、 

③ 除電領域の全除電電流 IS 

と定義した。 

(2) 動作周波数 f が低くなるに従って、除電領域全体における除電電流密

度 JNr は高くなる。 

(3) 動作周波数 f が低くなるに従って、高除電電流密度領域は広くなる。 

(4) 1 Hz の除電能力と 100 Hz の除電能力を比較すると、 

① 除電領域中心の除電電流密度 JNCは 1.8 倍、 

② 搬送領域の除電電流 IL は 2.2 倍、 

③ 除電領域の全除電電流 IS は 3.8 倍 



第 3 章 除電能力に及ぼす周波数の影響 

- 43 - 

となる。すなわち、動作周波数 f を低くするに従って、除電能力はす

べて高くなる。したがって、除電能力を高くするためには、動作周波

数 f を低くすることが効果的である。 

(5) 被除電物が搬送されている場合は、搬送領域の除電電流 IL を除電能

力とすることが妥当である。 
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図 3-1 第 3 章のフローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 3 種類の除電能力の定義 
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3-4 周波数と除電能力との関係
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図 3-3 除電電流密度分布の測定方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4 時間とプレート電位との関係 (rW ＝ 0 mm の場合) 
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図 3-5 時間とプレート電位との関係 (rW ＝ 100 mm の場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-6 時間とプレート電位との関係 (rW ＝ 200 mm の場合) 
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図 3-7 時間とプレート電位との関係 (rW ＝ 300 mm の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-8 時間とプレート電位との関係 (rW ＝ 400 mm の場合） 
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図 3-9 時間とプレート電位との関係 (rW ＝ 500 mm の場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-10 周波数と正の荷電粒子に基づく除電電流密度分布との関係 
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図 3-11 周波数と負の荷電粒子に基づく除電電流密度分布との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-12 周波数と除電電流密度分布との関係 
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図 3-13 周波数と高除電電流密度領域との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-14 除電能力の周波数依存性 
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(a)低周波の場合          (ｂ)高周波の場合 

 

図 3-15 荷電粒子分布の周波数依存性 

Emitter
AC Ionizer AC Ionizer

CPM CPM



 

 

 

 

第 4 章 

 

簡易帯電センサの 

設計・製作・評価 



第 4 章 簡易帯電センサの設計・製作・評価 

- 52 - 

第 4 章 簡易帯電センサの設計・製作・評価 

 

4.1 はじめに 

「第 2 章 イオナイザの性能の周波数依存性」では、イオナイザの性能と

して、除電能力の一つである除電電流密度、および被除電物の電圧振幅を扱

った。また、「第 3 章 除電能力に及ぼす周波数の影響」では、除電能力を

除電領域中心の除電電流密度だけでなく、搬送領域の除電電流、除電領域の

全電除電流についても検討し、総合的な見地から除電能力の周波数依存性を

検討した。 

そこで、次のプロセスとして、被除電物の電圧振幅について詳細な検討を

行う。「第 2 章 イオナイザの性能の周波数依存性」でも述べたように、電

圧振幅の発生原因としては、 

① エミッタに充電された電荷が発生する電束に基づく電圧振幅、 

② イオナイザによって生成された荷電粒子からの電束に基づく電圧振幅、 

③ 被除電物に到達した荷電粒子に基づく電圧振幅 

が考えられる。この内、①、②は電束に基づく電圧振幅であるから被除電物

を帯電させることはない。したがって、イオナイザによる帯電特性を測定す

るためには、「③ 被除電物に到達した荷電粒子に基づく電圧振幅」のみを分

離して測定する必要がある。このような要求を満足するためには、高感度で

高速応答のセンサが必要となる。 

本章では、図 4-1 のフローチャートに示すように、この電圧振幅を検討す

るための帯電センサの設計、製作、評価を取り扱う。まず、「4.2 簡易帯電

センサの設計・製作」では、本章で提案する簡易帯電センサの動作原理を述

べる。次に、このセンサの検出部を設計、製作し、この検出部の基本的特性

を測定する。さらに、この検出部に周辺回路を接続し、簡易帯電センサを完

成させ、本センサの有効性について議論する。「4.3 絶縁体シートの帯電特

性」では、輸送中の絶縁体シートの上方でイオナイザを動作させ、この絶縁

体シートが帯電する様子を測定する。さらに、絶縁体シートの帯電特性に及

ぼすイオナイザの周波数の影響を測定する。また、前述の「4.2 簡易帯電セ
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ンサの設計・製作」で完成させたセンサで計測できる帯電特性を示す電流ピ

ークの信頼性を高めるために「4.3 絶縁体シートの帯電特性」との結果から、

簡易帯電センサのキャリブレーションを行うとともに、簡易帯電センサの帯

電検出性能に関する評価を行う。 

 

4.2 簡易帯電センサの設計・製作 

ここでは、まず、簡易帯電センサの動作原理について述べる。次に、この

センサの検出部を構成している個々の部品に関する検討結果を述べ、これら

の部品を組み合わせて、検出部を完成するプロセスを述べる。なお、このセ

ンサの検出部は、アンテナ、MOSFET、抵抗とで構成されている。ここで、MOSFET 

には静電破壊防止用ダイオードが内蔵させているため、この特性を含めて検

討を行う。さらに、この検出部を使用して簡易帯電センサを完成するまでの

プロセスを述べる。 

4.2.1 簡易帯電センサの動作原理 

本研究で提案している簡易帯電センサの検出部を図 4-2 に示す。このセ

ンサの動作原理は下記のようになっている。 

イオナイザを動作させると、まず、エミッタに充電された電荷に基づく電

束ΦE が検出部のアンテナに到達する。次に、イオナイザによって生成され

た荷電粒子に基づく電束ΦI が到達する。最後にイオナイザによって生成さ

れた荷電粒子がアンテナに到達する。このとき、抵抗 RGS には図 4-3 に示す

ように、まず電束に基づく変位電流 IAD が流れ、次に、アンテナに到達した

荷電粒子に基づく伝導電流 IAC が流れる。ここで、荷電粒子に基づく伝導電

流 IAC が被除電物に到達した場合、被除電物が帯電することになる。したが

って、これらの電流を分離して検出できるセンサを完成させる必要がある。

この電束に基づく変位電流 IAD とアンテナに到達した荷電粒子に基づく伝導

電流 IAC は、到達時間に差が生じるので時間的に分離することができると考

えられる。すなわち、アンテナに到達した荷電粒子に基づく伝導電流 IACは、

図 4-3 に示すように電流ピークとして現れると考えられる。したがって、こ

のセンサを使って、前述の伝導電流の電流ピークが検出されない条件でイオ
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ナイザを使用すれば、被除電物は帯電しないことになる。 

4.2.2 簡易帯電センサの検出部 

本研究で扱う簡易帯電センサの検出部は、図 4-2 に示したように、アンテ

ナ、MOSFET、抵抗とで構成されている。ここでは、まず、個々の部品の設計

について述べる。 

(1) アンテナ 

検出部のアンテナは、除電領域に到達する電束や電荷を検出する部分であ

り、この大きさや取り付け位置の高さは検出部の性能に大きな影響を及ぼす。

また、このアンテナの寸法や高さはイオナイザが発生する電界の影響を受け、

この電界に基づくノイズの大きさにも影響を及ぼす。本研究では、被除電物

として LSI を想定しているので、アンテナの大きさは図 4-4 に示すように 

LSI と同程度の大きさ、すなわち、直径 10 mm の円盤状とした。また IC 上

面の高さは、回路基板表面から 10 mm 程度であることを考慮し、アンテナの

位置は接地した作業テーブル表面から 10 mm の高さに設置することにした。 

(2) MOSFET 

本研究における検出部の動作原理は、前述のように、アンテナからゲート

に流入した電流 IA によって抵抗 RGS に電圧降下を発生させ、この電圧降下

によって MOSFET のドレイン－ソース間の抵抗 RDS を変化させるものである。

この簡易帯電センサの特性は、MOSFET の特性に大きく依存する。本研究で使

用した MOSFET (2SK241)の I-V 特性を調べるための回路を図 4-5 に示す。

この測定回路において、電流計はアドバンテスト社製 R8340A 、電圧計は岩

崎通信機社製 VOAC 7411 を使用した。このような回路で MOSFET のゲート－

ソース間に 0 V ～ ±5 V の電圧を印加し、I-V 特性を測定した。この結果

を図 4-6 に示す。この図から明らかであるように、この MOSFET はデプレッ

ション型であるために、ゲート電圧が 0 V の場合にもチャネルが形成され、

VGS = 0 V 付近で最も大きな傾きを示している。 

電束に基づく変位電流 IAD とアンテナに到達した荷電粒子に基づく伝導電

流 IAC は数 nA 程度という微小な電流である。そこで、この MOSFET のゲー

ト－ソース間に大きな抵抗値の抵抗を接続し、この抵抗に変位電流と伝導電
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流を流すことによって、ゲート－ソース間に電圧降下 VGS を発生させ、帯電

特性の測定を可能とした。 

(3) 抵抗 

本研究で扱う簡易帯電センサの検出部には、MOSFET のゲート－ソース間に

抵抗 RGS が挿入されている。この抵抗 RGS を使用した理由および効果につい

て述べる。前述のように、MOSFET のゲート電圧はこの抵抗 RGS の抵抗値と

抵抗 RGS を流れる電流 IA の積で決定される。したがって、この抵抗 RGS に

は、その抵抗値が変動しないことが要求される。しかし、MOSFET にはゲート

酸化膜を保護するためのダイオードがゲート－ソース間に挿入されている。

このダイオードへの印加電圧と電流との関係は非線形であるため、このダイ

オードに発生する電圧降下がゲート電圧に影響を及ぼすと、この検出部は正

常に動作しなくなる。そこで、この保護ダイオードの特性を調べ、このダイ

オードに比べて十分低い抵抗をダイオードに並列に挿入することにした。 

保護ダイオードの I-V 特性を測定するための回路を図 4-7 に示す。この

測定回路において、電流計はアドバンテスト社製 R8340A 、電圧計は岩崎通

信機社製 VOAC 7411 を使用した。このような回路で MOSFET のゲート－ソー

ス間に 0 V ～ ±14 V の電圧を印加し、I-V 特性を測定した。この結果を図 

4-8、図 4-9 に示す。図 4-8 はゲートに正の電圧を印加した場合、図 4-9 は

ゲートに負の電圧を印加した場合の結果である。これらの図において、ゲー

トに正の電圧を印加した場合は、3 V 程度までは電流は 1 pA 以下であり、

負の電圧を印加した場合は、-8 V 程度までは電流は 1 pA 以下であった。ま

た、電圧を上昇させるに従って電流は徐々に上昇し、印加電圧の絶対値が 13 

V 程度になると急峻な立ち上がり特性を示している。これらの I-V 特性の結

果から、ゲート－ソース間に印加する電圧 VGS と保護ダイオードの抵抗値 

RGP との関係を求めた。この結果を図 4-10 に示す。この図において、VGS が 

-8 V ～ +3 V の範囲では抵抗 RGP は 10 TΩ 以上であり、測定不能であっ

た。この MOSFET の規格上のゲート電圧の最大印加電圧は ±5 V である。こ

の図から、-5 V ～ +5 V の範囲における抵抗値 RGP の最小値は VGS = +5 V 付

近で RGP = 1 TΩ であることがわかる。ゲート－ソース間に挿入する抵抗 RGS 
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には、保護ダイオードの抵抗 RGP の値に比べて充分小さい抵抗値を使うこと

が要求される。また、保護ダイオードの抵抗値 RGP は、ゲート電圧 VGS が 5V

付近で急激に変化している。これらを考慮し、ゲート－ソース間に挿入でき

る抵抗 RGSの最大値は、常に RGP >> RGS という条件を満たす抵抗値とした。

本研究において、RGS の最大値は 100 MΩ程度であるため、RGP を流れる電流

が測定誤差の原因になることはない。 

4.2.3 検出部の周辺回路 

前述の各部品を組み合わせて、簡易帯電センサの検出部を作製した。この

検出部は電流 IAを入力とし、抵抗 RDSを出力とするエネルギー制御型センサ

デバイスである。そこで、この検出部を使って、図 4-11 に示すような簡易帯

電センサを製作した。この図において、検出部は、ブリッジ回路に組み込ま

れたひとつの抵抗として使用される。なお、ブリッジ回路中の抵抗 RBはブリ

ッジの平衡を取るための調整用抵抗である。このブリッジ回路の出力をオペ

アンプ(テキサス・インスツルメンツ社製 TL071)で 20 倍に増幅し、簡易帯電

センサの出力電圧 VOを取り出すことにした。 

4.2.4 簡易帯電センサの感度 

ここでは、簡易帯電センサの感度について検討する。このセンサは、製品

の帯電の有無を作業領域に到達する荷電粒子の有無で判定するメカニズムに

なっている。すなわち、荷電粒子に基づく電流の有無を測定するためのセン

サである。したがって、検出部のアンテナに流入する電流を IA、センサから

の出力電圧を VO とすると、このシステムの実用上の感度 S は∂VO/∂IA と

なる。また、このセンサは、検出部とその周辺回路で構成されている。した

がって、このセンサのアンテナに荷電粒子が到達すると、 

① IAの変化分に基づいて VGS が変化、 

② VGS の変化分に基づいて RDS が変化、 

③ RDS の変化分に基づいて VDS が変化、 

④ VDS の変化分に基づいて VB が変化、 

⑤ VB の変化分に基づいて VO が変化する。 

したがって、この∂VO/∂IAは、 
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となる。ここで、VGS はゲート－ソース間の電圧降下、RDS はドレイン－ソー

ス間の抵抗、VDS はドレイン－ソース間の電圧降下、VB はブリッジ回路の出

力電圧である。ここで、①、②、③ は、検出部の特性である。また、④、⑤ 

は、周辺回路の特性である。 

本センサは、イオナイザが生成した荷電粒子が作業領域に到達したか否か

を推定するための簡易帯電センサである。このセンサは、帯電の有無をアン

テナに流入する電流によって推定する。したがって、前述の簡易帯電センサ

のアンテナへの入力電流の変化分 ⊿IA と出力電圧の変化分 ⊿VO との比  

∂VO/∂IA が簡易帯電センサの実用上の感度 S となる。そこで、RGS をパラ

メータとした時の簡易帯電センサのアンテナへの入力電流 IA と簡易帯電セ

ンサの出力電圧 VO との関係を検討した。その結果を図 4-12 に示す。この

図において、RGS が大きくなるに従って、∂VO/∂IA は急激に変化している。

また、RGS が大きくなるに従って、 IAと VO が直線的に変化している範囲す

なわち、簡易帯電センサの測定範囲が狭くなることがわかる。この関係より、

簡易帯電センサの感度は抵抗 RGSに大きく依存することがわかる。 

この簡易帯電センサの感度 S は、 







A

O

I

V
S α･RGS                       (4-2) 

 

と表すことができる。ここで、RGSは感度選択用抵抗、αは周辺回路の感度で

ある。したがって、簡易帯電センサの出力電圧 VO は、 

 

VO =α･RGS･IA                         (4-3) 

 

と表すことができる。この式より、簡易帯電センサの感度は感度選択用抵抗
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RGSによって感度が変わることがわかる。そこで、本センサでは測定条件に応

じて感度選択用抵抗 RGSを 10 MΩ ～100 MΩ の範囲で自由に変えられる構造

とした。また、この出力電圧からアンテナに流入する電流 IA を求める際に

は、 

 

GS
A

αR

1
I  ･VO                         (4-4) 

 

で算出することが可能となる。したがって、簡易帯電センサの除電電流密度

JAは、 

 

CSGSCS

A
A

SαR

1

S

I
J  ･VO                     (4-5) 

 

となる。ここで、SCSは簡易帯電センサのアンテナの面積である。 

4.2.5 帯電特性の測定 

上述のように設計した簡易帯電センサを用いて帯電特性を測定した。ここ

では、この帯電特性の測定方法、および測定結果について述べる。 

(1) 測定方法 

アンテナに到達する荷電粒子の有無は、簡易帯電センサから得られる除電

電流密度 JA より検討を行った。この実験を行うに当たって、エミッタへの

印加電圧 VE は 7 kV 一定、風速 UF は 0.3 m/s 一定、エミッタから簡易帯

電センサのアンテナまでの距離 DEP は 300 mm 一定とした。なお、この測定

を行うに当たって、イオナイザの動作周波数 f は１Hz とした。また、本実

験で使用する簡易帯電センサについては、一般的なイオナイザの除電電流密

度 JA が 10 μA/m2 程度であることを考慮し、その 10 倍の 100 μA/m2 まで

を測定範囲とした。なお、この電流密度の荷電粒子がアンテナ(SCS = 75 mm2)

に流入した際、その電流は 10 nA 程度となる。そこで、感度選択用抵抗 RGS

については、最高感度で測定するために、この電流によってゲート－ソース
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間電圧に MOSFET が直線領域を示す電圧範囲(±0.5V)が発生するように RGSは

50 MΩとした。 

(2) 測定結果 

図 4-13 は、イオナイザの動作周波数を 1 Hz、エミッタへの印加電圧 VE

を 7kV で動作させた場合の簡易帯電センサの出力結果である。この結果より、

前述の図 4-3 で示したアンテナに到達する荷電粒子に基づく伝導電流の電

流ピークを確認することができた。この結果から、本センサで帯電の有無を

確認することができると考えられる。 

 

4.3 絶縁体シートの帯電特性 

「4.2 簡易帯電センサの設計・製作」では、帯電特性を測定できるセンサ

を完成させた。この簡易帯電センサによる測定の際に現れる電流ピークは、

イオナイザが生成した荷電粒子による帯電を示していると考えられる。そこ

で、本節では、簡易帯電センサによる測定の際に現れる電流ピークの意味を

確認するために、図 4-14 に示すような絶縁体シートの帯電実験を行い、簡易

帯電センサによる測定結果と比較検討する。 

4.3.1 絶縁体シートによる帯電実験の原理 

絶縁体シートによる帯電実験の原理は、次の通りである。まず、搬送装置

で絶縁体シートを移動させた状態でイオナイザを動作させると、イオナイザ

が生成した荷電粒子が絶縁体シートを帯電させる。次に、この帯電した絶縁

体シートの電位を表面電位計  (ヒューグルエレクトロニクス株式会社 

MODEL-720) で測定し、イオナイザによる帯電の様子を観察する。ここで、こ

の絶縁体シートの帯電電圧が高くなることと、簡易帯電センサの電流ピーク

が発生することは、両者ともイオナイザによる帯電を意味していると考えら

れる。したがって、これらの二つの現象が同時に発生すれば、簡易帯電セン

サのピークが帯電を示していることになる。なお、この帯電実験で使用する

実験装置は、 

① 絶縁体シート除電用イオナイザ、 

② イオナイザ、 
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③ 搬送装置、 

④ シールド、 

⑤ 表面電位計 

とで構成されている。 

この実験を行うに当たって、実験装置内の絶縁体シートが搬送中に摩擦や

剥離によって帯電する可能性がある。この帯電は、本実験の誤差の原因とな

る。また、イオナイザのエミッタやイオナイザが発生した荷電粒子が発生す

る電束の影響が表面電位計に現れることが懸念される。そこで、これらの影

響を除去して実験を行うことにした。 

4.3.2 絶縁体シートの摩擦帯電と剥離帯電の影響 

前述のように、絶縁体シートの帯電実験を行う際、イオナイザの荷電粒子

が存在しなくても帯電が現れることが考えられる。その帯電要因は、二つ挙

げられる。一つは、搬送装置の絶縁体シートとシートを搬送するローラーが

擦れることによって生じる摩擦帯電である。もう一つは、搬送装置の絶縁体

シートとシートを搬送するローラーとの接触面が剥がれることによって生じ

る剥離帯電である。したがって、荷電粒子に基づく帯電特性を測定する際、

絶縁体シートに生じる摩擦帯電や剥離帯電の影響を除去する必要がある。そ

こで、図 4-15 に示す実験装置を用いて、搬送装置を動作させた際の絶縁体

シートの帯電特性を検討した。この結果を図 4-16 に示す。この結果から、搬

送装置を動作させた場合、常に-150 V 程度に帯電することがわかる。そこで、

この影響を除去するために、図 4-17 に示すような絶縁体シート除電用イオナ

イザを設置し、このイオナイザによって絶縁体シートを除電することを試み

た。この結果を図 4-18 に示す。この図からわかるように、摩擦や剥離によ

る絶縁体シートの帯電は、除電用イオナイザを使用することで ±20V の範囲

内に抑えられることが確認できた。このことから、除電用イオナイザを使用

することによって、絶縁体シートが摩擦や剥離によって帯電する現象はほと

んど除去できることが明らかになった。 

4.3.3 イオナイザからの静電誘導の影響 

図 4-14 に示した実験装置で絶縁体シートの帯電を測定する場合、表面電
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位計は次の 2 種類の電圧を同時に測定すると考えられる。すなわち、 

①  静電誘導に基づく電圧 VΦ：イオナイザのエミッタやイオナイザが生成

した荷電粒子が発生する電束に基づく電圧、 

② 帯電電圧 VQ：絶縁体シートの帯電に基づく電圧 

である。 

この帯電実験では、イオナイザが生成した荷電粒子による帯電特性を測定

しているので、静電誘導に基づく電圧 VΦは誤差の原因となる。したがって、

この電圧 VΦを除去する必要がある。そこで、図 4-19 に示すように表面電位

計の周囲を金属製のシールドで覆い、電圧 VΦを除去することを試みた。この

図に示すようにシールドを設置して搬送装置を停止させた状態では、表面電

位計は電圧 VΦだけを表示する。図 4-20 は、このような状態で電圧 VΦを測

定した結果である。この結果から、シールドを施したにも関わらず、表面電

位計には±500 V 程度の電圧 VΦが現れることが明らかになった。 

そこで、この電圧 VΦの影響を除去するために、まず、図 4-21 に示す方法、

すなわち搬送装置を動作させた状態で、帯電電圧 VQ と電圧 VΦを同時に測定

した。次に、図 4-19 に示す方法、すなわち搬送装置を止めた状態で電圧 V

Φを測定した。図 4-22 に帯電電圧 VQと電圧 VΦの和、すなわち表面電位計の

出力表示 (VQ+VΦ) を示す。また、図 4-20 に電圧 VΦ の測定結果を示す。

これらの図における表面電位計の出力表示 (VQ+VΦ) と電圧 VΦ の差から、

帯電電圧 VQ を算出した。この結果を図 4-23 に示す。したがって、このよう

な方法によって電圧 VΦを除去できることが明らかになった。 

なお、図 4-21 に示す方法で帯電電圧 VQ と電圧 VΦ を同時に測定する際、

表面電位計の出力表示は両者の和 (VQ+VΦ) となる。したがって、表面電位

計の設置位置は、帯電電圧 VQ の最大値と電圧 VΦ の最大値を同時に測定で

きる位置にしなければならない。すなわち、表面電位計の配置位置は、 

 

LES = US･T = 
f

1
                         (4-6) 
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を満足する位置にしなければならない。ここで、LES はエミッタから表面電

位計までの距離、 US は絶縁体シートの速度、f はイオナイザの動作周波数

である。 

4.3.4 絶縁体シートの帯電特性の測定結果 

絶縁体シートを使った帯電特性の実験は、イオナイザの動作周波数 f を 1

～100 Hz の範囲で変化させ、「4.3.2 イオナイザからの静電誘導の影響」で

述べた測定方法で行った。この実験において、イオナイザのエミッタへの印

加電圧 VE は 7 kV 一定、エミッタから絶縁体シートまでの距離 DEP は 300 mm 

一定、風速 UF は 0.3 m/s 一定とした。また、測定結果の帯電電圧 VQ は、

変動幅の最大値から最小値までの値とした。このようにして測定した結果を

図 4-24 に示す。この図から、動作周波数 f が高くなるに従って、絶縁体シ

ートの帯電に基づく電圧は低くなることがわかる。 

4.3.5 簡易帯電センサのキャリブレーション 

「4.2 簡易帯電センサの設計・製作」で完成させた簡易帯電センサのキャ

リブレーションを行った。このキャリブレーションを行うに当たって、エミ

ッタへの印加電圧 VE は 7 kV 一定、エミッタから絶縁体シートおよび簡易

帯電センサまでの距離 DEP は 300 mm 一定、風速 UF は 0.3 m/s 一定とした。

なお、動作周波数 f は、 1～100 Hz の範囲で変化させた。このような条件

下で、簡易帯電センサを使用して電流ピークの有無を測定した。この結果と

図 4-24 に示した結果を重ね合わせた結果が図 4-25 である。なお、本研究

では帯電電圧 VQ が 100 V 以上の場合を帯電状態として扱うことにした 16)。

この結果において、簡易帯電センサの電流ピークが現れた周波数範囲は赤色

で塗りつぶされている。一方、電流ピークが現れなかった周波数範囲は緑色

で塗りつぶされている。この結果から、簡易帯電センサの電流ピークが現れ

ている周波数範囲において、絶縁体シートの帯電電圧は急激に上昇している。

すなわち、絶縁体シートが帯電した周波数範囲と簡易帯電センサの電流ピー

クが現れた周波数範囲が一致することがわかる。以上の結果より、簡易帯電

センサの電流ピークから、帯電の有無を検出できることが明らかになった。 

 



第 4 章 簡易帯電センサの設計・製作・評価 

- 63 - 

4.4 まとめ 

本章では、被除電物の電圧振幅について詳細な検討を行うための簡易帯電

センサを提案し、設計、製作を行った。また、簡易帯電センサの電流ピーク

が被除電物の帯電を測定していることを確認するための帯電実験を行った。

この成果は、以下のようにまとめられる。 

(1) 提案した簡易帯電センサをイオナイザの下で使用した場合、除電電流

密度波形にピークが現れることが明らかになった。 

(2) このピークは絶縁体シート帯電実験で計測した帯電を示す電圧と一致

する。 

(3) 簡易帯電センサで帯電特性の測定ができることが明らかになった。 
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図 4-1 第 4 章のフローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2 簡易帯電センサの検出部 
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図 4-3 ゲート－ソース間の抵抗 RGS に流れる電流 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4 簡易帯電センサのアンテナの位置と大きさ 
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図 4-5 MOSFET の I-V 特性評価回路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-6 MOSFET の I-V 特性 
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図 4-7 保護ダイオード の I-V 特性評価回路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-8 保護ダイオード の I-V 特性（VGS に正の電圧を印加した場合） 
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図 4-9 保護ダイオード の I-V 特性（VGS に負の電圧を印加した場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-10 ゲート－ソース間電圧 VGS と保護ダイオードの抵抗値 RGP との関係 
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図 4-11 簡易帯電センサの回路図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-12 抵抗 RGS をパラメータとした時の簡易帯電センサのアンテナへの入力電流 

IA と出力電圧 VO の関係 
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図 4-13 簡易帯電センサの出力結果(DEP = 300 mm 、VE = 7 kV とした場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-14 絶縁体シートの帯電特性測定用実験装置 
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図 4-15 絶縁体シートの帯電特性測定装置の摩擦帯電と剥離帯電の測定方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-16 絶縁シートの帯電特性測定装置の摩擦帯電と剥離帯電の測定結果 
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図 4-17 摩擦帯電と剥離帯電の除去方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-18 摩擦帯電と剥離帯電除去後の測定結果 

 

US

Ionizer

Surface Potential Meter 

-200

-100

0

100

200

0 0.5 1 1.5 2

Time t [s]

V
o
lt
ag

e 
V

S
P

M
 [
V

]



第 4 章 簡易帯電センサの設計・製作・評価 

- 73 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-19 イオナイザが生成した荷電粒子とエミッタから発生した電束に基づく SPM の

測定方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-20 イオナイザが生成した荷電粒子とエミッタから発生した電束に基づく SPM の

出力結果 
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図 4-21 エミッタから発生した電束と絶縁体シートに帯電した荷電粒子に基づく SPM

の測定方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-22 エミッタから発生した電束と絶縁体シートに帯電した荷電粒子に基づく SPM

の出力結果 
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図 4-23 絶縁体シートに帯電した荷電粒子に基づく SPM の出力結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-24 絶縁体シートに帯電した荷電粒子に基づく SPM の出力の周波数依存性 
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図 4-25 絶縁体シートに帯電した荷電粒子に基づく SPM の出力と簡易帯電センサで測

定した帯電状態との比較 
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第 5 章 最適周波数の決定 

 

5.1 はじめに 

「第 3 章 除電能力に及ぼす周波数の影響」では、3 種類の除電能力、す

なわち除電領域中心の除電電流密度、搬送領域の除電電流、除電領域の全除

電電流の周波数依存性を検討した。また、「第 4 章 簡易帯電センサの設計・

製作・評価」では、被除電物の帯電特性を測定するための簡易帯電センサを

作製した。そこで、本章では図 5-1 のフローチャートに示すように、これら

の成果を利用して、イオナイザを除電器として最高性能で動作させるための

最適周波数を決定するための方法論を検討する。「5.2 最適周波数の定義と

決定方法」では、最適周波数の定義を決定し、この最適周波数を決定するた

めの方法を確立する。次に、本決定法の実用性を検討するために、「5.3 最

適周波数と動作条件との関係」では、エミッタから被除電物までの距離、エ

ミッタへの印加電圧の値を変化させ、それぞれの場合の最適周波数について

検討する。 

 

5.2 最適周波数の定義と決定方法 

ここでは、まず、本研究における最適周波数の定義を明確にし、次に、最

適周波数の決定方法について述べる。 

5.2.1 最適周波数の定義 

イオナイザが除電器として最高性能を発揮するためには、「第 1 章 序

論」の「1.3 イオナイザの動作条件と性能の関係」のイオナイザに期待され

る性能で述べたように、 

① 除電速度が高いこと、 

② 製品を帯電させないこと 

が重要である。そこで、本研究では AC コロナ放電型イオナイザの最適周波

数は、 

① 除電能力が最も高く、 

② 荷電粒子が被除電物を帯電させない周波数 
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と定義して検討を進める。 

5.2.2 最適周波数の決定方法 

「第 3 章 除電能力に及ぼす周波数の影響」では、除電能力を除電領域中

心の除電電流密度、搬送領域の除電電流、除電領域の全除電電流の 3 種類に

分け、その周波数依存性を検討した。この結果、除電能力の種類に関係なく、

除電能力は周波数が低くになるに従って高くなることが明らかになった。し

たがって、イオナイザの除電能力を高めるためには、動作周波数は低い方が

望ましいことになる。 

一方、被除電物を帯電させないためには、「第 4 章 簡易帯電センサの設

計・製作・評価」で製作したセンサを用いて測定した際、荷電粒子に基づく

電流ピークが現れないことが条件となる。この二つの条件を満足する周波数

がイオナイザの最適周波数 fO となる。 

図 5-2 は、動作周波数 f を変化させた場合の除電電流密度 JA の測定結

果である。この図において、動作周波数は (a)1 Hz 、(b) 5 Hz 、(c) 10 Hz 

である。1 Hz の場合は、荷電粒子に基づく電流ピークが正負の両極で確認で

きる。5 Hz の場合では、負の荷電粒子に基づく電流ピークは検出されたが、

正の電流ピークは検出されなかった。10 Hz の場合では、電流ピークは正負

ともに現れなかった。そこで、最適周波数は、負の荷電粒子の電流ピークに

基づき検討を行う。電流ピークを発生させないためには、エミッタ電圧の周

期を T、荷電粒子がエミッタから被除電物に到達するまでの時間を tt とし

た場合、T/2＜tt を満足すること、すなわち fO >1/2tt が条件となる。ここ

で、上述のように除電能力を高めるためには、動作周波数 f を低くすること

が要求される。この要求を加味すると最適周波数 fO は、 

 

t
O

t2

1
f                             (5-1) 

 

となる。 

以上のことから、最適周波数決定法は、 
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②  前述の簡易帯電センサを使用して除電電流密度 JA を測定、 

② 負の荷電粒子に基づく除電電流密度 JA の電流ピークから荷電粒子が

エミッタから被除電物に到達するまでの時間 ttを測定、 

③ tt = T/2 = 1/2fO から fO を決定 

の手順となる。 

5.2.3 考察 

 最適周波数を決定するプロセスで、簡易帯電センサで除電電流密度を測定

した際、図 5-2 (b) に示したように、電流ピークが負の除電電流密度 JA だ

け現れた。これは、エミッタで発生した正の荷電粒子と負の荷電粒子がアン

テナに到達するまでの時間に差ができたことを意味する。このように、正の

荷電粒子に基づく電流ピークと負の荷電粒子に基づく電流ピークの現れる時

間に差が発生する理由は次のように考えられる。図 5-3 は、イオナイザによ

って生成された正と負の荷電粒子が半周期に進む距離、すなわち荷電粒子の

広がりを表した図である。正と負の荷電粒子の易動度は、正の荷電粒子では

1.6×10-4 m2V-1s-1 、負の荷電粒子では 1.9×10-4 m2V-1s-1 である 17)。したが

って、エミッタ近傍の電界の大きさが一定の場合、正の荷電粒子の速度と負

の荷電粒子の速度を比較すると、負の荷電粒子の方が高くなる。この結果、

エミッタで発生した荷電粒子が被除電物まで到達するまでの時間 tt は、負

の荷電粒子のほうが短くなる。したがって、簡易帯電センサで除電電流密度

を測定した際に、正の荷電粒子に基づく電流ピークと負の荷電粒子に基づく

電流ピークに差が生じたと考えられる。 

 

5.3 最適周波数と動作条件との関係 

「第 2 章 イオナイザの性能の周波数依存性」、「第 3 章 除電能力に及

ぼす周波数の影響」および「第 4 章 簡易帯電センサの設計・制作・評価」

では、イオナイザのエミッタへの印加電圧 VE とエミッタから被除電物まで

の距離 DEP は、一定として検討を進めてきた。ここでは、本研究で検討した

最適周波数決定法の実用性の評価を行う。すなわち、エミッタから被除電物

までの距離 DEP を変化させた場合、およびエミッタへの印加電圧 VE を変化
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させた場合に、本研究で確立した最適周波数決定法を適応して最適周波数 fO 

を求めた。 

5.3.1 最適周波数に及ぼすエミッタから被除電物までの距離の影響 

エミッタから被除電物までの距離 DEP は、200 mm ～ 400 mm の範囲で距離

を変化させ、それぞれの距離 DEP における最適周波数を検討した。この検討

を行うに当たって、エミッタへの印加電圧 VE は 7 kV 一定、風速 UFは 0.3 m/s 

一定とした。このような条件でイオナイザを動作させ、「5.2.2 最適周波数

の決定方法」で述べた方法で最適周波数を決定した。なお、この測定を行う

に当たって、イオナイザの動作周波数 f は 1 Hz とした。 

図 5-4、図 5-5、図 5-6 は、エミッタから被除電物までの距離 DEP を 200 

mm 、300 mm 、400 mm とした場合の結果である。この結果より、エミッタか

ら被除電物までの距離 DEP は、長くなるに従って除電電流密度 JA に現れる

電流ピークの出現時間が遅くなることがわかる。また、除電電流密度 JA に

現れる電流ピークが小さくなることがわかる。 

これらの結果から最適周波数を検討する。まず、200 mm、300 mm、400 mm

のそれぞれに対して、荷電粒子がエミッタから被除電物に到達するまでの時

間 tt は、正の荷電粒子の場合、42 ms、104 ms、218 ms、負の荷電粒子の場

合、34 ms、88 ms、150 ms である。この結果から、式(5-1)を用いて最適周

波数 fO を求めると、正の荷電粒子の場合、12 Hz、 5 Hz、 3 Hz、負の荷電

粒子の場合 15 Hz、6 Hz、4 Hz となる。このようにして、エミッタから被除

電物までの距離 DEP が 200 mm～400 mm の範囲で変化した場合の最適周波数 

fO を求めた。正の荷電粒子と負の荷電粒子に基づく最適周波数とエミッタか

ら被除電物までの距離 DEP の関係を図 5-7 に示す。この図において、最適

周波数は、エミッタから被除電物までの距離 DEP が長くなるに従って低くな

ることがわかる。また、最適周波数は、正の荷電粒子に基づく最適周波数よ

り負の荷電粒子に基づく最適周波数の方が高いことがわかる。 

5.3.2 最適周波数に及ぼすエミッタへの印加電圧への影響 

エミッタへの印加電圧 VE は、5 kV ～ 9 kV の範囲で電圧を変化させ、そ

れぞれの電圧 VE における最適周波数を検討した。この検討を行うに当たっ
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て、エミッタから被除電物までの距離 DEPは 300 mm 一定、風速 UF は 0.3 m/s 

一定とした。このような条件でイオナイザを動作させ、「5.2.2 最適周波数

の決定方法」で述べた方法で最適周波数を決定した。なお、この測定を行う

に当たって、イオナイザの動作周波数 f は 1 Hz とした。 

図 5-8、図 5-5、図 5-9 は、エミッタへの印加電圧 VE を 5 kV、7 kV、9 kV 

とした場合の結果である。この結果より、エミッタへの印加電圧 VE が高く

なるに従って、除電電流密度 JA に現れる電流ピークの出現時間が早くなる

ことがわかる。また、除電電流密度 JA に現れる電流ピークが大きくなるこ

とがわかる。 

これらの結果から最適周波数を検討する。まず、5 kV、7 kV、9 kV のそれ

ぞれに対して、荷電粒子がエミッタから被除電物に到達するまでの時間 tt

は、正の荷電粒子の場合、200 ms、104 ms、75 ms、負の荷電粒子の場合、160 

ms、88 ms、60 ms である。この結果から、式（5-1）を用いて最適周波数 fO

を求めると正の荷電粒子の場合、3 Hz、 5 Hz、 7 Hz、負の荷電粒子の場合

4 Hz、6 Hz、9 Hz となる。このようにして、エミッタへの印加電圧 VE が 5 kV 

～ 7 kV の範囲で変化した場合の最適周波数 fO を求めた。正の荷電粒子と

負の荷電粒子に基づく最適周波数とエミッタへの印加電圧 VE の関係を図 

5-10 に示す。この図において、最適周波数は、エミッタへの印加電圧 VE が

高くなるに従って高くなることがわかる。また、最適周波数は、正の荷電粒

子に基づく最適周波数より負の荷電粒子に基づく最適周波数の方が高いこと

がわかる。 

5.3.3 最適周波数 fOの動作条件依存性 

エミッタから被除電物までの距離 DEPを 200 mm ～ 400 mm の範囲で距離を

変化させ、エミッタへの印加電圧 VEを 5 kV ～ 7 kV の範囲で変化させ、そ

れぞれの動作条件における最適周波数を検討した。この検討を行うに当たっ

て風速 UF は 0.3 m/s 一定とした。このような条件でイオナイザを動作させ、

「5.3.1 最適周波数に及ぼすエミッタから被除電物までの距離の影響」、

「5.3.2 最適周波数に及ぼすエミッタへの印加電圧への影響」で述べた方法

で最適周波数を決定した。なお、この測定を行うに当たって、イオナイザの
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動作周波数 f は 1 Hz とした。図 5-11 、図 5-12 はエミッタへの印加電圧 

VE をパラメータとした時のエミッタから被除電物までの距離 DEP と最適周波

数との関係である。これらの結果から、最適周波数 fO は、エミッタへの印

加電圧 VE に関係なく、エミッタから被除電物までの距離 DEP が長くなるに

従って、低くなることが明らかになった。また、図 5-13 、図 5-14 は、前

図をリプロットしてエミッタから被除電物までの距離 DEP をパラメータとし

た時の最適周波数とエミッタへの印加電圧 VE との関係を示した結果である。

これらの結果から、最適周波数 fO は、エミッタから被除電物までの距離 DEP 

に関係なく、エミッタへの印加電圧 VE は高くなるに従って、高くなること

が明らかになった。 

5.3.4 考察 

「5.3 最適周波数と動作条件との関係」では、エミッタから被除電物まで

の距離 DEP 、エミッタへの印加電圧 VE を変えた場合の最適周波数決定法の

妥当性を検討した。その結果、エミッタから被除電物までの距離 DEP を長く

するに従って、最適周波数 fO は、低くなることがわかる。この理由は以下

のように考えられる。すなわち、 

① エミッタから被除電物までの距離を長くすると荷電粒子がエミッタか

ら被除電物に到達するまでの時間 tt が長くなる。 

② 式(5-1)より、荷電粒子がエミッタから被除電物に到達するまでの時間

tt が長くなると最適周波数が低くなる。 

したがって、エミッタから被除電物までの距離 DEP を長くすると、最適周波

数は低くなると考えられる。 

一方、エミッタへの印加電圧 VE を高くするに従って、最適周波数は、高

くなることがわかる。この理由は以下のように考えられる。すなわち、 

① エミッタへの印加電圧を高くすると荷電粒子がエミッタから被除電物

に到達するまでの時間 tt が短くなる。 

② 式(5-1)より、荷電粒子がエミッタから被除電物に到達するまでの時間

tt が短くなると最適周波数が高くなる。 

したがって、エミッタへの印加電圧 VE を高くすると、最適周波数は高くな
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ると考えられる。また、「最適周波数とエミッタから被除電物までの距離 DEP 

との関係」、「最適周波数とエミッタへの印加電圧 VEとの関係」を示した結果

では、負の荷電粒子基づいた結果の方が正の荷電粒子に基づいた結果より最

適周波数が高くなるという違いが現れた。これについては、前述で、考察し

たように、正の荷電粒子と負の荷電粒子の易動度の違いが結果に現れたと考

えられる。 

 

5.4 まとめ 

本章では、「第 3 章 除電能力に及ぼす周波数の影響」で検討した結果と

「第 4 章 簡易帯電センサの設計・製作・評価」で製作した簡易帯電センサ

を用いてイオナイザの最適周波数を決定する方法論を提案した。また、この

方法論を用いて、動作条件を変えた場合の検討を行った。その成果は、以下

のようにまとめられる。 

(1) イオナイザに期待される性能、すなわち 

① 除電速度が高いこと、 

② 製品を帯電させないこと 

から、AC コロナ放電型イオナイザの最適周波数は、 

① 除電能力が最も高く、 

② 荷電粒子が被除電物を帯電させない周波数 

と定義した。 

(2) 最適周波数決定法は、 

① 簡易帯電センサを使用して除電電流密度 JAを測定、 

② 負の荷電粒子に基づく除電電流密度 JAの電流ピークから荷電粒

子がエミッタから被除電物に到達するまでの時間 ttを測定、 

③ tt = T/2 = 1/2fO から fOを決定 

の手順となる。 

(3) エミッタから被除電物までの距離 DEP が長くなるに従って、最適周波

数は低くなる。 

(4) エミッタへの印加電圧 VEが高くなるに従って、最適周波数は高くなる。 
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図 5-1 第 5 章のフローチャート 
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(a) 1 Hz 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 5 Hz 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 10 Hz 

図 5-2 簡易帯電センサの出力結果(周波数 f を変化させた場合) 
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図 5-3 正負の荷電粒子の広がりの差 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-4 簡易帯電センサの出力結果(DEP = 200 mm 、VE = 7 kV とした場合) 
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図 5-5 簡易帯電センサの出力結果(DEP = 300 mm 、VE = 7 kV とした場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-6 簡易帯電センサの出力結果(DEP = 400 mm 、VE = 7 kV とした場合) 

 



第 5 章 最適周波数の決定 

 

- 88 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-7 最適周波数とエミッタから被除電物までの距離との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-8 簡易帯電センサの出力結果(VE = 5 kV 、DEP = 300 mm とした場合) 
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図 5-9 簡易帯電センサの出力結果(VE = 9 kV 、DEP = 300 mm とした場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-10 最適周波数とエミッタへの印加電圧との関係 
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図 5-11 エミッタへの印加電圧をパラメータとした時のエミッタから被除電物までの

距離と正の荷電粒子の電流ピークに基づく最適周波数との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-12 エミッタへの印加電圧をパラメータとした時のエミッタから被除電物までの

距離と負の荷電粒子の電流ピークに基づく最適周波数との関係 
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図 5-13 エミッタから被除電物までの距離をパラメータとした時のエミッタへの印加

電圧と正の荷電粒子の電流ピークに基づく最適周波数との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-14 エミッタから被除電物までの距離をパラメータとした時のエミッタへの印加

電圧と負の荷電粒子の電流ピークに基づく最適周波数との関係 
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第 6 章 結論 

 

本研究では、電子デバイスの実装工程における AC コロナ放電型イオナイ

ザの搬送中の製品の除電を前提とし、このような工程での除電を高効率で行

うための方法論を検討した。この検討を行うに当たって、イオナイザの動作

条件として動作周波数を選び、性能として除電電流密度と電圧振幅を選び、

これらの関係ついて詳細な検討を行った。この結果よりイオナイザの最適周

波数決定法を検討した。これらの検討結果は、以下のようにまとめられる。 

「第 1 章 序論」では、電子デバイス製造工程における静電気対策にとっ

て AC コロナ放電型イオナイザが有効であることを述べた。また、このイオナ

イザの性能は動作条件に大きく依存するので、最適な動作条件で動作させる

ことの重要性を述べた。さらに、本研究の目的である最適動作条件決定法の

確立が期待されていることを述べた。 

「第 2 章 イオナイザの性能の周波数依存性」では、AC コロナ放電型イ

オナイザの動作周波数 f とイオナイザの性能との関係を明らかにすること

を目的とした。そこで、まず、動作周波数 f が性能に及ぼす効果を測定する

ための実験装置を設計・製作した。次に、動作周波数 f を変化させた場合の

除電電流密度 JN と電圧振幅 VS を測定した。さらに、これらの測定結果か

ら、イオナイザの性能の周波数依存性について検討を行った。これらの成果

は、以下のようにまとめられる。 

(1) 風洞と荷電粒子生成部を組み合わせて、実験装置を完成させた。 

(2) イオナイザの性能である除電電流密度 JN と電圧振幅 VS は、動作周

波数 f に大きく依存することが明らかとなった。 

(3) 除電電流密度 JN は、動作周波数 f が低くなるに従って高くなる。し

たがって、動作周波数 f が低くなるに従って除電速度は高くなるこ

とが明らかとなった。 

(4) 電圧振幅 VS は、動作周波数 f が低くなるに従って大きくなる。 

「第 3 章 除電能力に及ぼす周波数の影響」では、AC コロナ放電型イオ

ナイザの動作周波数 f が除電能力に及ぼす影響について明らかにすること
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を目的とした。そこで、まず、被除電物が搬送中に除電されることを考慮し

て、除電能力を 3 種類に分類した。次に、それぞれの除電能力を求めるため

に、除電領域全体における除電電流密度 JNr の分布を測定した。さらに、こ

れらの測定結果から、各除電能力の周波数依存性について比較検討した。こ

の成果は、以下のようにまとめられる。 

(1) 搬送中の被除電物における除電能力を、 

① 除電領域中心の除電電流密度 JNC 、 

② 搬送領域の除電電流 IL、 

③ 除電領域の全除電電流 IS 

と定義した。 

(2) 動作周波数 f が低くなるに従って、除電領域全体における除電電流

密度 JN は高くなる。 

(3) 動作周波数 f が低くなるに従って、高除電電流密度領域は広くなる。 

(4) 1 Hz の除電能力と 100 Hz の除電能力を比較すると、 

① 除電領域中心の除電電流密度 JNC は 1.8 倍、 

② 搬送領域の除電電流 IL は 2.2 倍、 

③ 除電領域の全除電電流 IS は 3.8 倍 

となる。すなわち、動作周波数 f を低くするに従って、除電能力はす

べて高くなる。したがって、除電能力を高くするためには、動作周波

数 f を低くすることが効果的である。 

(5) 被除電物が搬送されている場合は、搬送領域の除電電流 IL を除電能

力とすることが妥当である。 

「第 4 章 簡易帯電センサの設計・製作・評価」では、被除電物の電圧振

幅について詳細な検討を行うための簡易帯電センサを提案し、設計、製作を

行った。また、簡易帯電センサの電流ピークが被除電物の帯電を測定してい

ることを確認するための帯電実験を行った。この成果は、以下のようにまと

められる。 

(1) 提案した簡易帯電センサをイオナイザの下で使用した場合、除電電流

密度波形にピークが現れることが明らかになった。 
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(2) このピークは絶縁体シート帯電実験で計測した帯電を示す電圧と一致

する。 

(3) 簡易帯電センサで帯電特性の測定ができることが明らかになった。 

「第 5 章 最適周波数の決定法」では、「第 3 章 除電能力に及ぼす周波

数の影響」で検討した結果と「第 4 章 簡易帯電センサの設計・製作・評価」

で製作した簡易帯電センサを用いてイオナイザの最適周波数を決定する方法

論を提案した。また、この方法論を用いて、動作条件を変えた場合の検討を

行った。その成果は、以下のようにまとめられる。 

(1) イオナイザに期待される性能、すなわち 

① 除電速度が高いこと、 

② 製品を帯電させないこと 

から、AC コロナ放電型イオナイザの最適周波数は、 

① 除電能力が最も高く、 

② 荷電粒子が被除電物を帯電させない周波数 

と定義した。 

(2) 最適周波数決定法は、 

① 簡易帯電センサを使用して除電電流密度 JA を測定、 

② 負の荷電粒子に基づく除電電流密度 JA の電流ピークから荷電

粒子がエミッタから被除電物に到達するまでの時間 ttを測定、 

③ tt = T/2 = 1/2fO から fOを決定 

の手順となる。 

(3) エミッタから被除電物までの距離 DEP が長くなるに従って、最適周波

数は低くなる。 

(4) エミッタへの印加電圧 VEが高くなるに従って、最適周波数は高くなる。 

以上の結果から、イオナイザの動作周波数と性能との関係を明確にし、こ

の結果から最適周波数を決定する方法論を確立することができた。 
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